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原子炉施設の重大事故時のソースターム及び敷地境界近傍の  
影響解析に関する研究  

 
要 旨  

 
本研究では，確率論的な環境影響評価（レベル 3PRA）を適用して原子

炉施設周辺の公衆リスクを評価するために，著しい炉心損傷を伴う重大事

故時に大気中に放出される放射性物質挙動，環境影響を支配する事故シー

ケンスの特徴，原子炉施設の型式によるリスクプロファイル及びその支配

要因，さらに福島第一原子力発電所事故のような複数基立地における環境

影響の評価手法を開発するとともに，沸騰水型原子炉施設（BWR）のリス

ク評価に適用し，環境影響を支配する要因を明らかにした。  
(1) BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設を対象にして，典型的な事故シーケンスで

ある冷却材喪失事故（LOCA）における格納容器内へのソースターム

及び大気中に放出される放射性物質挙動に及ぼす影響を明らかにした。 
(2) 大気中への放射性物質放出に大きな影響を及ぼす格納容器スプレイに

よる放射性物質除去について，非スプレイ空間を含む格納容器スプレ

イによるエアロゾル除去を適切な近似で簡易に解析するモデルを開発

した。  
(3) BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設を対象にして，代表的な事故シーケンスと

その発生頻度を考慮した環境影響評価を行い，線量リスクの結果から，

重大事故時の放射性物質の拡散・被ばく評価の対象となる事故の種類

は，事故シーケンス及び放射性物質の性状によって，小数のグループ

に分類できることを明らかにした。  
(4) 国内 4 つの BWR 原子炉施設を対象に確率論的リスク評価（レベル

3PRA）を行い，原子炉の型式別にリスクドミナントな事故シーケンス

を分析しその特徴を明らかにするとともに，アクシデントマネジメン

ト策及び避難等によるリスクの低減効果を明らかにした。  
(5) 福島第一原子力発電所の事故のように，異なる型式の BWR 原子炉施

設で異なった事故シーケンスが発生した場合に，しきい値のある急性

障害の非線形性効果が環境に及ぼす影響を支配することを明らかにし

た。  
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1. 序論  
 
1.1 研究の背景  
 
 発電用軽水型原子炉施設（以下「原子炉施設」という。）の炉心損傷事

故時には，多量の放射性物質が大気中に放出され，環境への影響も甚大で

ある。2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の際に，東京電力株式会社福島第

一原子力発電所の 1 号炉から 3 号炉までが炉心損傷に至り，希ガス，よう

素，セシウム類が多量に環境へ放出され，5 年を経過した 2016 年におい

ても，多数の住民が避難生活を余儀なくされている。  
 福島第一原子力発電所の事故後，2012 年 9 月 19 日に原子力規制委員会

が発足し，炉心の著しい損傷を伴う事故（以下「重大事故」という。「シ

ビアアクシデント」と同じ）に対して，炉心損傷防止及び格納容器機能喪

失防止並びに放射性物質拡散抑制に関する規制が策定され，2013 年 7 月 8
日に施行された (1.1)。  
 また，事故後，2011 年 6 月には，日本政府による国際原子力機関（IAEA）

（以下「IAEA」という。）報告書 (1.2)が IAEA 総会に提出され，その後も

政府事故調査報告書 (1.3)，国会事故調査報告書 (1.4)，東京電力の事故調査報

告書 (1.5)，民間の事故調査報告書 (1.6)等の多くの報告書が公表されて，事故

の原因及び教訓が取りまとめられた。このような報告書において，重大事

故 対 策 の 強 化 及 び 確 率 論 的 リ ス ク 評 価 （ PRA ； Probabilistic Risk 
Assessment）（以下「PRA」という。）による安全対策の継続的な向上の

必要性が指摘された。さらに，原子放射線の影響に関する国連科学委員会

（UNSCAER）の報告 (1.7)によれば，福島第一原子力発電所の事故におい

て，事故時の被ばくによる放射線障害の影響は小さいことが明らかにされ

るなど，定量的な検討も進められた。  
 そもそも，シビアアクシデント研究及び確率論的リスク評価の研究は，

1970 年代から米国で始まり (1.8)，1975 年には米国の代表的な BWR 原子炉

施設（Peach Bottom 炉）及び PWR 型原子炉施設（Surry 炉）を対象にし

た確率論的リスク評価の結果が公表された（通称 WASH-1400）(1.9)。また，

1979 年に発生した米国ペンシルバニア州のスリーマイル島 2 号炉（TMI-2
炉）の炉心損傷事故を受けて，1985 年に米国は「シビアアクシデント研

究」の政策声明を公表し (1.10)，シビアアクシデント研究が推進された。そ

の後，1986 年にチェルノブイリ原子力発電所で発生した事故を契機に，

シビアアクシデント研究によって炉心損傷進展に伴う原子炉施設内の熱
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水力学的挙動及び放射性物質挙動等の物理化学的現象が次第に明らかに

され，また，PRA によって，物理化学的現象の発生に至る事故の種類及び

発生頻度が分析され，相互に補完しながら重大事故対策の研究が国内外に

おいて進められてきた。  
 しかしながら，炉心損傷及び格納容器機能喪失に至る事故の発生頻度は

小さく (1.11)，このような事故の対策は日本では原子力事業者の自主保安活

動とされ，対策の頑健性に課題が残った。そして，福島第一原子力発電所

の炉心損傷事故を踏まえて，先に述べた原子力規制委員会において，「重

大事故」に対する新たな規制基準が策定された。さらに，新たな規制制度

の中において，原子炉施設の定期的な安全性向上評価に際して，事業者は

PRA の結果を公表することが義務づけられた。  
 このような状況の下で，原子力規制委員会，研究機関，大学及び電気事

業者において，重大事故に至る事故シーケンス及びその影響並びに発生頻

度を系統的に定量化できる PRA の重要性が認識されることになった (1.3～

1.6)。  
 
 
1.2 原子炉施設のリスク  
 

原子炉施設のリスクを把握する上で，「どのような事象が起こるのか？」，

「どの程度起こりやすいのか？」及び「その影響はどの位か？」を把握す

ることが重要である。  
これまでに，重大事故時に炉心損傷及び格納容器機能喪失に至る事故シ

ーケンスの種類及び発生頻度については，原子炉施設内を対象にしたシビ

アアクシデント（以下「SA」という。）研究及び PRA 研究の相互補完によ

って明らかにされてきた。図 1.1 に PRA 研究及び SA 研究の分野の関係を

示す。  
 PRA は，原子炉施設のリスクを系統的な手法で定量化するものであり，

原子炉施設の弱点を見つけ，その対策を検討する上で有効な評価手法の一

つである。  
PRA から得られたリスク情報を原子炉施設の安全評価に活用するには，

レベル１PRA（炉心損傷），レベル 2PRA（格納容器機能喪失及び放射性物

質の環境への放出）並びにレベル 3PRA（環境における影響）による一貫

したリスク評価が肝要となる。このため，環境における影響を把握するに

は，レベル 3PRA だけに着目するのではなく，環境へ放出される放射性物
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質の挙動に関するレベル 2PRA の知見も必要である。  
このような背景の中で，大気拡散及び線量に関する研究は進歩したもの

の，レベル 3PRA まで含めた確率論的リスク評価は，WASH-1400 及びそ

の改訂版である NUREG-1150(1.12)等の研究の範囲に限られていた。  
しかしながら，WASH-1400 では，当時の SA 研究の知見が不足する中

で，ソースターム評価を実施し，NUREG-1150 では，多大な事故シーケ

ンスのソースターム評価のために，簡略化された解析モデルを適用した。 
また，低頻度でも一旦発生すると人や環境に影響が大きい事象について

も，防災の観点から，万一，事象が発生した場合の影響を系統的に把握す

ることが必要である。  
なお，原子力施設のリスクを系統的な手法で定量化することを PRA と

呼び，PRA から得られるすべての分析結果（リスク情報）を原子力安全の

規制等に活用する際には確率論的安全評価（以下「PSA」という。）を用い

る等使い分けている場合もある。また，PRA は PSA とも呼ばれるとの定

義もある (1.13)。本論文では，いずれの用語を用いても許容されると考え，

参考文献で既に PSA を使用している場合以外は，統一的に PRA を用いる

こととする。  

 
図 1.1 PRA 研究及び SA 研究の相関関係  
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1.3 本研究の目的  
 
PRA によって重大事故時の環境影響を評価するためには，特に大気中へ

放出される事故シーケンスごとのソースターム及び発生頻度，放出された

放射性物質が大気中に拡散する際の気象状態の発生確率，気象状態に応じ

た放射性物質の大気拡散・沈着，そして拡散・沈着した放射性物質による

原子炉施設周辺の線量評価が必要である。  
本研究の対象は，図 1.1 に示したとおり，ソースターム及び放出カテゴ

リごとの大気拡散・沈着並びに線量評価を含めた原子炉施設周辺のリスク

評価（レベル 3PRA）に係る領域である。  
なお，ソースタームは，大気中に放出される放射性物質の種類，性状，

放出割合，放出タイミング等をいう。  
放射性物質の大気中へのソースタームは，格納容器スプレイ等の工学的

安全設備による除去の成否及び大気中への放出経路に強く依存し，大規模

な放出を誘発する格納容器機能喪失に至る時期は事故シーケンスによっ

て異なる。また，大気中に放出された放射性物質は，原子炉施設周辺に拡

散するとともに，一部は地表面に沈着する。これは，降雨，風向，風速，

大気安定度等の気象条件に強く依存する。さらに，原子炉施設周辺の公衆

は，大気中を拡散する放射性物質，地表面に沈着した放射性物質等，種々

の経路で被ばくを受けることになる。レベル 3PRA では，このような物理

的現象の解析に加えて，それらの発生頻度を解析する必要がある。  
また，福島第一原子力発電所事故後，複数基立地において，それぞれの

原子炉で異なった事故シーケンスが発生するような，複数の放出源の影響

が IAEA 及び経済協力開発機構原子力機関（OECD/NEA）等 (1.14)(1.15)で課題

とされている。しかしながら，複数の放出源の扱いは課題とされながらも，

具体的な研究は未だ途上である。  
これらの一連の PRA による環境影響評価の課題の中で，本研究は，次

を目的とする。表 1.1 に各章との関係を示す。  
 

(1)  代表的な原子炉施設における環境影響評価  
研究を行うに当たり，まず代表的な原子炉施設を対象に，ソースターム

及び環境に及ぼす影響を検討する。  
1)  BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設を対象にして，典型的な事故シーケンス

である冷却材喪失事故（LOCA）におけるソースターム及び環境に及

ぼす影響を明らかにする。また，ソースタームに大きな影響のある格
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納容器スプレイ除去モデルを開発する。 

2)  BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設を対象にして，代表的な事故シーケンス

とその発生頻度を考慮した環境影響評価を行い，事故シーケンスのプ

ロファイルを解析して，環境影響を支配する要因を明らかにする。  
(2)  国内実機の BWR 原子炉施設の確率論的な環境影響評価（レベル

3PRA）  
原子炉の型式による環境影響プロファイルを解析して，主要な事故シー

ケンス，アクシデントマネジメント策等の効果を明らかにする。  
(3)  複数基立地の影響  

福島第一原子力発電所の事故のように，異なる型式の BWR 原子炉施設

で異なった事故シーケンスが発生した場合に，環境に及ぼす影響の要因を

明らかにする。  
表 1.1 研究目的と各章との関係  

 
 

章 研究内容とその意義
対象
プラント

代表的な原子炉施設における環境影響評価

2 典型的の事故シーケンス（LOCA）における環境への影響の把握
格納容器内及び大気中へのソースタームの特徴を明らかにする。
ソースタームに大きな影響のある格納容器スプレイ除去モデルを開発する。

BWR-5

3 代表的な事故シーケンスとその発生頻度を考慮した環境影響評価
被ばく経路別，核種グループ別に環境に及ぼす影響を明らかにする。

移流・拡散挙動及び被ばくの観点から，放出カテゴリを分類できることを明らか
にする。

BWR-5

国内実機のBWR原子炉施設の確率論的な環境影響評価（レベル3PRA）

4 原子炉の型式による環境影響プロファイルの把握
リスクドミナントな事故シーケンスを明らかにする。
アクシデントマネジメント策，防護対策の有効性を明らかにする。

原子炉の
型式別

複数基立地の影響

5 複数基立地の影響評価
福島事故のように，異なる型式のBWRで異なった事故シーケンスが発生した場
合の環境に及ぼす影響の要因を明らかにする。

複数基
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2. 原子炉施設の重大事故時のソースターム評価 
 
 原子炉の炉心が著しく損傷する重大事故においては，炉心内の燃料から多量の放射

性物質が格納容器内へ放出される。米国の原子力規制委員会（NRC）（以下「NRC」

という。）は，1990 年に「重大事故のリスク：5 つの米国原子炉施設の評価」

（NUREG-1150 (1.12)）を報告した後に，原子炉施設の許認可のために重大事故時の

格納容器への放射性物質放出量を標準化し，1995 年に，それまでの格納容器へのソ

ースターム（TID-14844(2.1)）に代わる更新ソースターム（NUREG-1465 (2.2）を策定

した。更新ソースタームは，冷却材喪失事故（LOCA）（以下「LOCA」という。）の

ように原子炉冷却系が低圧で事故が推移する事故シーケンスを想定している。これに

よって，LOCA が起因となり重大事故に至るような典型的な炉心損傷事故時の大気中

への放射性物質の放出量及び原子炉施設周辺の環境影響を評価する手法開発の道が

開けた。 
 そこで，本研究では，日本の代表的な PWR 及び BWR 原子炉施設を対象にして，

NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した場合の格納容器内での放射性物質挙動

及び大気中への放射性物質放出量を評価し，従来の日本の「仮想事故」のソースター

ムと比較することによって，LOCA 時の大気中への放出の特徴を明らかにする。 
また，D.A. Powers らは，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用する際の格納

容器内での自然沈着及び格納容器スプレイ等の工学的安全設備による放射性物質除

去の計算手法の標準化を併せて検討した(2.3),(2.4),(2.5),(2.6)。しかしながら，これらの計算

手法は，パラメトリックなモデルで構成されており，重大事故時の支配的な物理現象

を究明する等の研究には適さない。 
 そこで，本研究では，非スプレイ領域を含む格納容器内において，エアロゾル状放

射性物質のスプレイ除去挙動を簡易に精度よく解析するモデルを提案する。 
 
 
2.1 格納容器内へのソースターム 
 
2.1.1 TID-14844 のソースターム 

TID-14844 のソースタームは，格納容器雰囲気中への放出割合が炉心内蔵量に対し

て，希ガス類 100%，よう素類 50%である。このうち，よう素類の組成は 5%が粒子状，

91%が無機よう素，有機よう素 4%である(2.1)。これは，日本の旧指針類(2.7)の「仮想事

故」の大口径破断 LOCA の格納容器へのソースタームが，希ガス 100%，よう素 50%，

このうち，よう素類の組成は無機よう素 90%，，有機よう素 10%になっているのと類

似している。 
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2.1.2 NUREG-1465 のソースターム 
NUREG-1465 では，重大事故研究の成果を踏まえて，放射性物質の種類が，Xe-Kr

類，I 類，Cs 類，Te 類，Sr-Ba 類，Ru 類，Ce 類及び La 類の 8 種類の元素グループに

拡大している(2.2)。また，格納容器への放出時期を，事故の進展に沿って，燃料被覆

管破損時期，早期原子炉容器内放出時期，原子炉容器破損時期及び晩期原子炉容器内

放出時期の 4 区分に分割している(2.2)。 
NUREG-1465 のソースタームについて，BWR 原子炉施設の場合を表 2.1(a)に，PWR

原子炉施設の場合を表 2.1(b)にまとめて示す。同表は，元素グループごとに，炉心内

蔵量に対する放射性物質の格納容器への放出割合及び放出時期を示している。

NUREG-1465 の適用に際しては，放出時期の区分の放出割合を該当時間で除して，一

定の放出率を用いる。また，よう素類の組成は，CsI が 95%，残りの 5%は，I2 が 4.85%
及び有機よう素が 0.15%である。ただし，この組成が適用できるのは冷却材の pH が

7 以上の場合である。 
 

表 2.1(a) NUREG-1465 の更新ソースターム（BWR 原子炉施設） 
放射性物質の種類 性状 被覆管破損 

放出 
早期圧力容器内 

放出 
圧力容器外 

放出 
晩期圧力容器内

放出 
希ガス NG G 0.05* 0.95 0 0 
ハロゲン I G, A 0.05* 0.25 0.30 0.01 
アルカリ金属 Cs A 0.05* 0.20 0.35 0.01 
テルル Te A 0 0.05 0.25 0.005 
ストロンチウム Sr A 0 0.02 0.10 0 
貴金属 Ru A 0 0.0025 0.0025 0 
セリウム Ce A 0 0.0005 0.005 0 
ランタン La A 0 0.0002 0.005 0 
放出継続時間 0.5h 1.5h 3.0h 10h 
事故開始からの経過時間 120s～0.5h 0.5h～2h 2h～5h 2h～12h 

表 2.1(b) NUREG-1465 の更新ソースターム（PWR 原子炉施設） 
放射性物質の種類 性状 被覆管破損 

放出 
早期原子炉容器

内放出 
原子炉容器外 

放出 
晩期原子炉容器

内放出 
希ガス NG G 0.05* 0.95 0 0 
ハロゲン I G, A 0.05* 0.35 0.25 0.01 
アルカリ金属 Cs A 0.05* 0.25 0.35 0.01 
テルル Te A 0 0.05 0.25 0.005 
ストロンチウム Sr A 0 0.02 0.10 0 
貴金属 Ru A 0 0.0025 0.0025 0 
セリウム Ce A 0 0.0005 0.005 0 
ランタン La A 0 0.0002 0.005 0 

放出継続時間 0.5h 1.3h 2.0h 10h 
事故開始からの経過時間 30s～0.5h 0.5h～1.8h 1.8h～3.8h 1.8h～11.8h 

 ＊炉心が損傷しない事故の場合は 0.03 とする。 
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2.1.3 NUREG-1465 の技術的背景 
H.P. Nourbakhsh らは，NUREG-1150 報告の際に事故進展解析に使用されたシビ

アアクシデント解析コード STCP (2.8)及びその後のMELCORコード(2.9)による解析結

果から，NUREG-1465 の更新ソースターム策定に必要な燃料被覆管破損放出，早期

原子炉容器内放出，原子炉容器破損時期の放出及び晩期原子炉容器内放出の時期及び

格納容器への放射性物質の放出量を分析した(2.10)。 
 
(1) 元素グループ及びよう素の組成 

NUREG-1150 報告は，環境への影響が大きい元素グループを 9 種類に分類しており

(1.12)，NUREG-1465 の更新ソースタームでは，表 2.2 に示すとおり，Sr と Ba とを一つ

の元素グループにまとめて，8 分類にしている。 
 

表 2.2 NURG-1465 の元素グループ 
NUREG-1150 NUREG-1465 性状 

NG 希ガス Xe, Kr G 
I ハロゲン I, Br G, A 

Cs アルカリ金属 Cs, Rb G, A 
Te テルル Te, Sb, Se A 
Sr ストロンチウム 

バリウム 
Ba, Sr A Ba 

Ru 貴金属 Ru, Rh, Pd, Mo, Tc, Co A 

Ce セリウム Ce, Pu, Np A 
La ランタン La, Zr, Nd, Eu, Nb, Pm, Pr, Sm, Y, Cm, Am A 

G ：ガス（気体）A ：エアロゾル（粒子） 

 
よう素類の組成は，95%が CsI のエアロゾルである。残りの 5%は，A.K. Postma ら

による無機よう素から有機よう素の転換率 3.2% (2.11)を適用して，有機よう素が 0.15%
及び無機よう素が 4.85%としている。 

 
(2) 放出継続時間 

NUREG-1465 では，事故の進展に応じて放射性物質の放出継続時間を，燃料被覆管

破裂時の放出，早期原子炉容器内での放出，原子炉容器破損後の格納容器内での放出，

事故晩期の原子炉容器から格納容器への放出に分類している。そして，NUREG-1150
の典型的な事故シーケンスを分析することによって，それぞれの放出継続時間を求め

ている(2.10),(2.12)。 
STCP コードを用いた BWR 原子炉施設の燃料被覆管破裂時の放出継続時間は 1.0h，

MELCOR コードを用いた場合では 0.5h である。また，STCP コードを用いた PWR 原
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子炉施設の燃料被覆管破裂時の放出継続時間は 0.5h，MELCOR コードを用いた場合

も 0.5h である。その結果，BWR 原子炉施設及び PWR 原子炉施設のいずれも，燃料

被覆管破裂時の放出継続時間は，0.5h としている。 
早期原子炉容器内での放出の継続時間を求める際に対象とした BWR 原子炉施設の

事故シーケンス及びそれに対応した放出継続時間を，表 2.3(a)にまとめて示す。 
BWR の Peach Bottom 原子炉施設においては，原子炉未臨界確保失敗シーケンス，

全交流電源喪失シーケンス，小口径破断 LOCA シーケンス及び格納容器バイパスシー

ケンス，LaSalle 原子炉施設では全交流電源喪失シーケンス，Grand Gulf 原子炉施設で

は原子炉未臨界確保失敗シーケンス及び全交流電源喪失シーケンスの結果を算術平

均して，放出継続時間は 1.50h としている(2.10)。 
 

表 2.3(a) BWR 原子炉施設における早期圧力容器内放出の継続時間 

原子炉施設 事故シーケンス 識別子 1 次冷却系 
圧力 

放出継続時間 
(h) 

 Peach  
 Bottom 

 原子炉未臨界確保失敗 

TC1 L 1.61 

TC2 H 1.10 

TC3 － 1.13 

 全交流電源喪失 
TB1/TB2 H 1.51 

TBUX H 1.12 

 小口径破断 LOCA S2E2 H 1.35 

 格納容器バイパス V L 1.15 

 LaSalle  全交流電源喪失 TB H 1.35 

 Grand 
 Gulf 

 原子炉未臨界確保失敗 TC L 2.17 

 全交流電源喪失 
TB1 H 2.03 

TBS/TBR L 1.06 

平均値 1.50 

 
また，早期原子炉容器内での放出の継続時間を求める際に対象とした PWR 原子炉

施設の事故シーケンス及びそれに対応した放出継続時間を，表 2.3(b)にまとめて示す。 
PWR の Surry 原子炉施設では大口径破断 LOCA シーケンス，全交流電源喪失シー

ケンス及び格納容器バイパスシーケンス，Zion 原子炉施設では小破断 LOCA シーケ

ンス及び過渡事象（給水喪失）シーケンス，Oconee 3 原子炉施設では全交流電源喪失

シーケンス及び中破断 LOCA シーケンス，全交流電源喪失シーケンス及び大口径破断

LOCA シーケンスの計算結果を算術平均して，放出継続時間を求めている(2.10)。 
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表 2.3(b) PWR 原子炉施設における早期圧力容器内放出の継続時間 

原子炉施設 事故シーケンス 識別子 1 次冷却系 
圧力 

放出継続時間 
(h) 

 Surry 

 大口径破断 LOCA AG L 3.58 

 全交流電源喪失 
TMLB’ H 0.68 

S3B H 0.60 

 格納容器バイパス V L 1.73 

 Zion 
 小口径破断 LOCA S2DCR/S2DCF H 0.65 

 過渡事象 TMLU H 0.68 

 Oconne 
 全交流電源喪失 TMLB’ H 0.58 

 中口径破断 LOCA S1DCF L 1.40 

 Sequoyah 

 極小口径破断 LOCA 
S3HF1/S3B H 0.77 

S3B1 H 1.25 

 全交流電源喪失 
TMLB’ H 1.23 

TBA L 3.22 

 大口径破断 LOCA ACD L 1.22 

平均値 1.23(1.3) 

 
 

2.2 NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した大気中への放出量の評価 
 

NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した場合，大気中への放射性物質の放出挙

動への影響を分析しておくことが重要である。 
本研究では，日本の代表的な BWR 原子炉施設及び PWR 原子炉施設に対して

NUREG-1465 の更新ソースタームを適用し，日本の立地評価の「仮想事故」(2.7)の LOCA
と比較することによって，大気中への放射性物質放出挙動に及ぼす影響を明らかにす

る。 
 
 

2.2.1 代表的な BWR 及び PWR 原子炉施設におけるソースターム評価 
110万 kW級の BWR-5 Mark-II原子炉施設及び 4-loop PWR PCCV原子炉施設を対象

にして，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用し，格納容器内の放射性物質挙動及

び大気中への放出挙動を解析する(2.13), (2.14), (2.15)。 
 

(1) 放射性物質の移行経路 
BWR-5 Mark-II 原子炉施設及び 4-loop PWR PCCV の大口径破断 LOCA を対象にす
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る。放射性物質の放出経路を図 2.1 に示す(2.13), (2.14),(2.15)。 
BWR-5 Mark-II 原子炉施設の場合，格納容器へ放出された放射性物質の一部は，格

納容器構造物表面に沈着し，多くは，格納容器スプレイによって雰囲気中から除去さ

れる。格納容器雰囲気中に浮遊する放射性物質の一部は，格納容器からの漏洩によっ

て原子炉建屋に移行する(2.7),(2.14)。原子炉建屋に移行した放射性物質は，非常用ガス処

理系のフィルタによって除去され，一部が排気筒から大気中に放出される(2.7), (2.14)。 
また，PWR 原子炉施設の場合，格納容器周辺のアニュラス部の負圧達成までは，

格納容器へ放出された放射性物質の一部は，直接大気中へ放出される(2.7),(2.13)。負圧達

成後は，格納容器からの漏洩によって，放射性物質の一部がアニュラス部に移行する。

アニュラス部にはフィルタが設置されており，アニュラス部の放射性物質はフィルタ

で除去された後に，大気中へ放出される(2.7),(2.13)。 
格納容器スプレイが作動すると，格納容器に浮遊する放射性物質の多くは，スプレ

イによって除去され格納容器サンプに移行する。格納容器サンプのスプレイ水は，再

循環によって再び格納容器スプレイ水に利用される。この再循環系の配管は安全補機

室を経由しており，冷却水中に溶解した放射性物質の一部が漏洩・再放出によって安

全補機室に移行する(2.7),(2.13)。安全補機室内の放射性物質の一部は，構造物表面に沈着

するが，多くは換気空調系によってアニュラス部のフィルタを経由して大気中へ放出

される(2.7),(2.13)。 
 

   

(a) BWR-5 Mark-II         (b) 4-loop PWR PCCV 
図 2.1 放射性物質の移行経路 

 
a) BWR 原子炉施設の放射性物質移行 

BWR 原子炉施設の場合，格納容器及び原子炉建屋を区画で分離し，区画内の放射

漏洩

格納容器への
ソースターム

沈着

格納容器
スプレイ

フィルタ

原子炉建屋

格納
容器

大気中
への放出

圧力抑制
プール

排気筒
漏洩

フィルタ

格納容器

大気中
への放出

排気筒

格納容器への
ソースターム

漏洩

空調系

格納容器
スプレイ

沈着

安全補機室

アニュラス部

漏洩



2-7 
 

性物質量を一点集中定数で近似して，放射性物質の質量に関する連続の式を適用する

と，放射性物質の移行方程式は，次の(2.1)式で表すことができる。ただし，格納容器

内のドライウェル及びウェットウェルは，格納容器スプレイで除去された放射性物質

がウェットウェルに移行して，再循環スプレイで再びドライウェルに散布されるので，

一区画にまとめるものとする。 
 

, = − , + , + , , +   ---------------------------------------  (2.1) 

, = , ,   -------------------------------------------------------------------  (2.2) 

, = , , − ,   ------------------------------------------------------  (2.3) 

, = (1 − ) ,   ---------------------------------------------------------  (2.4) 

Mc,k ：格納容器に浮遊する放射性物質割合 (-) 
Ml,k ：冷却水中に溶解している放射性物質割合 (-) 
Mb,k ：原子炉建屋に浮遊する放射性物質割合 (-) 
Me,k ：大気中への放出割合 (-) 
Sk ：放射性物質 k の格納容器への放出率 (1/s) 
Ek ：フィルタによる放射性物質 k の除去効率 (-) 
Vb ：原子炉建屋体積 (m3) 
G ：非常用ガス処理系の流量 (m3/s) 
λn,k ：放射性物質 k の自然沈着率 (1/s) 
λs,k ：放射性物質 k の格納容器スプレイによる除去率 (1/s) 
λL,k ：放射性物質 k の格納容器からの漏洩率 (1/s) 

 
b) PWR 原子炉施設の放射性物質移行 

PWR 原子炉施設の場合，格納容器及びアニュラス部を区画で分離し，区画内の放

射性物質量を一点集中定数で近似して，放射性物質の質量に関する連続の式を適用す

ると，放射性物質の移行方程式は，次の(2.5)式で表すことができる。ただし，安全補

機室は，放射性物質の沈着割合が既知とすれば，区画に分離する必要がない。 
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, = − , + , + , , +  -----------------------------------------------  (2.5) 

, = , , − ,   ---------------------------------------------------------------  (2.6) 

, = , , − + 2 (1 − ) , + 2 1, , (1− ) ,  -------- (2.7) 

, = 1(1 − ) , + 1 1, , (1 − ) ,  -------------------------  (2.8) 

1 + 2 = 1  -------------------------------------------------------------------------------  (2.9) 

Mc,k ：格納容器に浮遊する放射性物質割合 (-) 
Ml,k ：冷却水中の放射性物質割合 (-) 
Ma,k ：アニュラス部に浮遊する放射性物質割合 (-) 
Me,k ：大気中への放出割合 (-) 
Sk ：放射性物質 k の格納容器への放出率 (1/s) 
Va ：アニュラス部気相部体積 (m3) 
Ra ：アニュラス部換気流量 (m3/s) 
Ve ：冷却水体積 (m3) 
Le ：再循環系から漏洩する冷却水流量 (m3/s) 
Fp,k ：再循環系から漏洩した放射性物質のうち気相に移行する割合 (-) 
F1,k ：安全補機室で沈着しない放射性物質の割合 (-) 
Ek ：アニュラス部のフィルタによる放射性物質 k の除去効率 (-) 
g1 ：アニュラス換気流量のうち再循環しない割合 (-) 
g2 ：アニュラス換気流量のうち再循環する割合 (-) 
λn,k ：放射性物質 k の自然沈着率 (1/s) 
λs,k ：放射性物質 k の格納容器スプレイによる除去率 (1/s) 
λL,k ：放射性物質 k の格納容器からの漏洩率 (1/s) 

 
ここで，対象とする PWR 4-loop PCCV 原子炉施設では，アニュラス部での再循環

をしないので，g1=1, g2=0 である。 
 
(2) 解析条件 
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a) 格納容器へのソースターム 
格納容器へのソースタームは NUREG-1465 を適用する。ただし，「仮想事故」との

比較のため，燃料被覆管破裂放出及び早期原子炉容器内放出までの格納容器へのソー

スタームを用いる。表 2.4(a)に，NUREG-1465 の BWR 原子炉施設の更新ソースター

ムと「仮想事故」との比較を示す。また，よう素類の組成の比較を表 2.4(b)に示す。

また，表 2.5 に PWR 原子炉施設の更新ソースタームと「仮想事故」との比較を示す。 
燃料被覆管破裂時期及び早期原子炉容器内放出時期の放射性物質の格納容器雰囲

気への放出率は，表 2.1(a)及び表 2.1(b)に示した放出割合を放出継続時間で除した値を

適用する。 
 

表 2.4(a) 格納容器への放射性物質の放出量及び放出時期（BWR 原子炉施設） 

元素 
NUREG-1465 仮想事故 

燃料被覆管破裂放出 
（120s～0.5h） 

早期原子炉容器内放出 
（0.5～2.0h） 合計 格納容器雰囲気への

放出（瞬時放出） 
Xe-Kr 0.05 0.95 1.00 1.00 

I 0.05 0.25 0.30 0.50 
Cs 0.05 0.20 0.25 － 
Te 0 0.05 0.05 － 

Sr-Ba 0 0.02 0.02 － 
Ru 0 0.0025 0.0025 － 
Ce 0 0.0005 0.0005 － 
La 0 0.0002 0.0002 － 

 
表 2.4(b) よう素類の組成 

よう素類 NUREG-1465 仮想事故 
エアロゾル（CsI） 95% － 
無機よう素（I2） 4.85% 90% 

有機よう素（CH3I） 0.15% 10% 

 
表 2.5 格納容器への放射性物質の放出量及び放出時期（PWR 原子炉施設） 

元素 
NUREG-1465 仮想事故 

燃料被覆管破裂放出 
（30s～0.5h） 

早期原子炉容器内放出 
（0.5～2.0h） 合計 格納容器雰囲気への

放出（瞬時放出） 
Xe-Kr 0.05 0.95 1.00 1.00 

I 0.05 0.35 0.40 0.50 
Cs 0.05 0.25 0.30 － 
Te 0 0.05 0.05 － 

Sr-Ba 0 0.02 0.02 － 
Ru 0 0.0025 0.0025 － 
Ce 0 0.0005 0.0005 － 
La 0 0.0002 0.0002 － 
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b) 放射性物質の沈着・除去 
BWR 原子炉施設の場合，気体状の無機よう素の自然沈着率は，無機よう素の米国

ハンフォード国立研究所の CSTF 試験装置を用いた CSE 実験 A9 の結果(2.16)を適用し，

9.0×10-4 (1/s)とする。エアロゾルの自然沈着率は，直径 1μmの重力沈降の終端速度に

格納容器床面積と格納容器自由体積との比を乗じた値とする。 
格納容器スプレイによる無機よう素の除去率は，気液相間の移行速度を 0.01m/s と

想定し，気液分配係数100を用いた。格納容器スプレイによるエアロゾルの除去率は，

CSE 実験 A9 の結果を適用し，9.9×10-3 (1/s)とする。 
フィルタによる除去率は，BWR 原子炉施設，PWR 原子炉施設ともに，設計値を用

いる。 
これらの解析条件及び時系列条件を図 2.2 にまとめて示す。なお，時系列条件は，

日本の「仮想事故」と同じとする(2.7)。 
 

  

(a) BWR-5 Mark-II 原子炉施設       (b) 4-loop PWR PCCV 原子炉施設 
図 2.2 解析条件 

 
また，PWR 原子炉施設の場合，気体状の無機よう素の自然沈着率，エアロゾルの

自然沈着率及び格納容器によるエアロゾルの除去率は，BWR 原子炉施設の場合と同

様な仮定で求める。ただし，格納容器スプレイによる無機よう素の除去率は，BWR
原子炉施設とは異なり，等価半減期 100 秒とする(2.7)。これは，PWR 原子炉施設の格

納容器スプレイ水には，よう素除去の目的で，水酸化ナトリウム等のアルカリ剤を添

加していることによる。 
 
(3) 解析結果 
 NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した場合の格納容器内の放射性物質浮遊

の解析結果を図 2.3 に示す(2.13), (2.14)。 
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BWR 原子炉施設及び PWR 原子炉施設のいずれにおいても，希ガス類の格納容器

内浮遊割合は燃料被覆管破裂放出が開始すると徐々に増加し，早期原子炉容器内放出

が終了するまでに，ほぼ全量が格納容器雰囲気中に浮遊する。 
BWR 及び PWR 原子炉施設のいずれの場合においても，よう素類及び他の粒子状

放射性物質は，燃料被覆管破裂放出及び早期原子炉容器内放出の時期の放出率と，自

然沈着率，格納容器スプレイによる除去率，格納容器からの漏洩率が釣り合うように，

格納容器内に浮遊する(2.13), (2.14)。早期原子炉容器内放出が終了すると，よう素類及び

粒子状放射性物質の浮遊量は，格納容器スプレイによる除去によって，急速に減少す

る。 
よう素類の格納容器浮遊量に着目すると，エアロゾルの CsI は粒子状物質と同じ挙

動を示し，無機よう素はスプレイ除去率の違いによって穏やかに減少する。しかしな

がら，有機よう素は格納容器スプレイで除去されないために，格納容器雰囲気に浮遊

したままになる。ただし，PWR 原子炉施設の無機よう素については，BWR 原子炉施

設の場合の図 2.3 と比べると，格納容器スプレイによる除去による無機よう素の浮遊

量の減少が顕著である。 
図 2.4 に，放射性物質の元素グループ別の格納容器内への放出量，格納容器内の浮

遊量，沈着量，大気中への放出量を，炉心内蔵量に対する割合で示す。同図に示すと

おり，格納容器内に放出された放射性物質は，希ガス類を除いて，格納容器スプレイ

で除去され，冷却材中に移行することが分かる(2.13), (2.14)。ただし，PWR 原子炉施設の

粒子状放射性物質に注目すると，PWR 原子炉施設の格納容器体積が大きく沈着面積

と体積との比が BWR 原子炉施設と比べて小さくなることから，粒子状物質の沈着割

合が少ない。 
また，大気中への放射性物質の放出割合を，「仮想事故」の場合と比べて，図 2.5

にまとめて示す(2.13), (2.14)。よう素類に着目すると，同図に示すとおり，大気中への放

出割合は，いずれの場合も有機よう素に支配されていることが分かる。なお，

NUREG-1465 では有機よう素の組成が 0.15%，「仮想事故」では 10%となっており，

NUREG-1465 の更新ソースタームを適用すると，BWR 原子炉施設及び PWR 原子炉施

設のいずれにおいても，「仮想事故」と比べてよう素の大気中への放出量が少ない。 
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(a) BWR-5 Mark-II 原子炉施設 

 
(b) 4-loop PWR PCCV 原子炉施設 

図 2.3 格納容器内放射性物質挙動の解析結果 
 



2-13 
 

 
(a) BWR-5 Mark-II 原子炉施設 

 
(b) 4-loop PWR PCCV 原子炉施設 

 
図 2.4 放射性物質の存在量分布の解析結果 
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(a) BWR-5 Mark-II 原子炉施設        (b) 4-loop PWR PCCV 原子炉施設 

図 2.5 大気中への放射性物質の放出割合 
 

 
(4) 解析結果のまとめ 

BWR-5 Mark-II 原子炉施設及び 4-loop PWR PCCV 原子炉施設を対象にして

NUREG-1465 の更新ソースタームを適用し，日本の「仮想事故」のソースタームを適

用した場合と比較することによって，放射性物質挙動の特徴を分析した。その結果，

次のことが明らかになった。 
 
1) 希ガスの大気中への放出割合は，NUREG-1465 及び「仮想事故」のソースタ

ームのいずれを適用しても，同程度である。 
2) 大気中へのよう素の放出割合は，NUREG-1465 及び「仮想事故」のソースタ

ームのいずれの場合も，自然沈着及び格納容器スプレイで除去しにくい有機

よう素が支配的である。大気中へのよう素の放出割合が NUREG-1465 と「仮

想事故」とで顕著に相違するのは，有機よう素の割合が異なることによる。 
3) 大気中へのよう素の放出割合は，NUREG-1465 のソースタームを適用した場

合，BWR 原子炉施設では「仮想事故」のソースタームを適用した場合と比べ

て 1/120 程度である。また，PWR 原子炉施設のよう素の放出割合は，「仮想事

故」のソースタームを適用した場合と比べて 1/80 程度である。 
4) NUREG-1465 のソースタームを適用する場合，希ガス類を除く放射性物質は，

格納容器スプレイによって雰囲気から除去され，冷却材中に移行する。 
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2.2.2 大口径破断 LOCA シーケンスのソースターム評価 
前項までに，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用して，日本の代表的な BWR

及び PWR 原子炉施設の放射性物質挙動を解析し，大気中への放射性物質の放出挙動

を検討する。ここでは，シビアアクシデント総合解析コード MELCOR(2.10)を適用して，

大口径破断 LOCA シーケンスを解析し，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した

解析結果と比較する。 
 

(1) MELCOR の放射性物質挙動解析モデル 
MELCOR1.8.3(2.10)では，放射性物質を物理化学的な性状によって 12 種に分類してお

り，NUREG-1465 の Xe-Kr，I，Cs，Te，Sr-Ba，Ru，Ce，La の 8 種類の放射性物質を

含む。燃料からの放射性物質の放出率は，燃料温度の時間変化に応じて，CORSOR-M
の放出率モデル(2.17)で計算する。 
放射性物質の自然沈着については，構造物表面への吸着，凝縮，蒸発，拡散，重力

沈降，熱泳動及び拡散泳動を計算する。放射性物質のスプレイ除去については，エア

ロゾルの拡散，衝突，遮り及び慣性衝突を計算し，プールスクラビングによる放射性

物質の除去は，気泡表面へのエアロゾルの慣性衝突，拡散，重力沈降を計算する。 
(2) 解析条件 

BWR-5 Mark-II 原子炉施設（3,293MWt）の大口径破断 LOCA の注水失敗事故シー

ケンスを対象にして，MELCOR を適用して，放射性物質挙動及び大気中への放出量

を解析した。 
また，2.2.1 項で述べた NUREG-1465 の早期原子炉容器内放出及び「仮想事故」の

解析結果と比較するために，事故開始後 30 分で低圧注水系による炉心への注水に成

功し，事故が収束すると仮定する。事故開始後 30 分で注水に成功すると，よう素の

格納容器内への放出量は，炉心内蔵量に対して概ね 30%になり，NUREG-1465 の早期

原子炉容器内の放出量と一致する(2.18)。 
 
(3) 解析結果 
a) 格納容器内の CsI 挙動 

MELCOR によるドライウェル雰囲気中の CsIの浮遊量の時間変化を，図 2.6 に示す。

事故後約 12 分には燃料が損傷して，燃料から放出したよう素は破断口からドライウ

ェルへと移行し，ドライウェル雰囲気中の CsI が増加する。一部の CsI は，自然沈着

によって構造物表面に移行する。また，ドライウェル雰囲気の圧力増加に伴って，混

合ガスがウェットウェルに流出するのに伴って，CsI も圧力抑制プールでのプールス

クラビングを経た後にウェットウェル気層部に移行する。この間の格納容器内の CsI
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の浮遊量の時間変化は，原子炉冷却系からの CsI の移行率と自然沈着率及びウェット

ウェルへの移行率との兼ね合いで決まる(2.18)。 
事故後 30 分に低圧注水系による炉心への注水が開始すると，炉内で多量の水蒸気

が発生して，原子炉冷却系内の CsI が格納容器内に移行するため，格納容器雰囲気中

の CsI の浮遊量が増加する。 
その後，格納容器スプレイが作動すると，格納容器内の CsI の浮遊量は，急速に減

少する。その後，格納容器スプレイによってドライウェル雰囲気の圧力が低下すると，

ドライウェル雰囲気中の CsI は，ウェットウェルの真空破壊弁を介してウェットウェ

ル気層部からドライウェルに移行する CsIとスプレイによる除去とが均衡するように

なる(2.18)。この時期には，スプレイで除去しにくいサブミクロンのエアロゾル状 CsI
が浮遊している。事故後 30 日までの計算結果によれば，結局，サブミクロンのエア

ロゾル状 CsI は，自然沈着によって徐々に減少する。 
 

 
図 2.6 MELCOR によるドライウェル内の CsI 浮遊量の解析結果 

 
b) 大気中への放出量 
放射性物質の環境への放出割合を，図 2.7(a)に示す。30 日間の Xe 類の環境への放

出割合は，炉内内蔵量の約 10-3 であり，Cs 及び CsI 類の放出割合はそれぞれ約 10-10

であり，Te 類の放出割合は約 10-11 である。また，Ce 類の放出割合も非常に小さい。 
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(a) MELCOR による大気中への放出量  (b) NUREG-1465 及び仮想事故との比較 
図 2.7 MELCOR による放射性物質の大気中への放出割合の解析結果 

 
c) NUREG-1465，仮想事故との比較 

大気中へのよう素放出量を，MELCOR で解析した場合と 2.2.1 項で述べた

NUREG-1465 及び「仮想事故」の場合とを比較して，図 2.7(b)にまとめて示す。「仮想

事故」及び NUREG-1465 では，よう素の環境への放出割合は，炉心内蔵量に対して，

それぞれ約 10-4 及び 10-6 である。また，MELCOR で解析したよう素の大気中への放

出量は，約 10-9 である。 
「仮想事故」と NUREG-1465 とのよう素の大気中への放出量の違いは，格納容器

内への放出割合の違いが支配的である。さらに，NUREG-1465 と MELCOR との違い

はスプレイ除去の違いが支配的であるといえる。 
 
(4) まとめ 

BWR-5 Mark-II 原子炉施設の大口径破断 LOCA を対象にして，「仮想事故」，

NUREG-1465 及びシビアアクシデント総合解析コード MELCOR1.8.3 を適用して大気

中への放射性物質放出量を解析した。その結果，次のことが明らかになった。 
a) 「仮想事故」及び NUREG-1465 におけるよう素の環境への放出割合は，それぞれ

炉内内蔵量の約 10-4 及び 10-6 であった。MELCOR1.8.3 では，CsI の環境への放出

割合は 10-9 であった。 
b) Ce の環境への粒子状の放出割合は，希ガス及びよう素の放出割合に比べて非常に

小さかった。 
c) 本研究により，「仮想事故」又は NUREG-1465 に適用した自然沈着及び格納容器

スプレイによる放射性物質の除去の工学的モデルが大きな保守性を持っているこ

とが示された。 

BWR-5 Mark-II
Volatile
Low volatile

Calculated results 
using MELCOR 

10-2

10-4

10-6

10-8

10-10

10-12

10-14

10-16

10-18

10-20

10-22

Xe CsI Cs Te Ba Sn Ru U Ce

大
気
中
へ
の
放
出
割
合

(-)

100

揮発性
難揮発性

MELCOR
（BWR-5）

Hypothetical 
Accident 
(LOCA)

NUREG-1465

MELCOR

Difference was dominated 
by release fraction to the 
Containment.

Difference was  
dominated by 
Spray removal.

仮想事故

100

10-2

10-4

10-6

10-8

10-10

よ
う
素
の
大
気
中
へ
の
放
出
割
合
（
－
）

エンジニアリングモデル 最適評価

格納容器への放出割合の
相違による

スプレイ除去率
の相違による



2-18 
 

2.3 NUREG-1465 に適用する自然沈着及び格納容器スプレイによる除去モデル 
 

NUREG-1465 の更新ソースタームは，格納容器への放出量を定めたものであるが，

放射性物質が大気中へ放出されるまでに，格納容器内での自然沈着及び格納容器スプ

レイ等の工学的安全設備によって，格納容器雰囲気から除去される。 
D.A. Powers らは，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用する際の格納容器内で

の自然沈着及び格納容器スプレイ等の工学的安全設備による放射性物質除去の計算

手法の標準化を併せて検討した(2.3),(2.4),(2.5),(2.6)。 
しかしながら，これらの計算手法は，パラメトリックなモデルで構成されており，

重大事故時の放射性物質挙動の支配的要因を分析する等には適さない。 
このため，本研究では，放射性物質の自然沈着及び格納容器スプレイによる除去に

注目して，NUREG-1465 の更新ソースタームに適用できる計算手法を検討する。 
 

2.3.1 放射性物質の自然沈着及び格納容器スプレイによる除去 
格納容器内での放射性物質の自然沈着及び格納容器スプレイによる除去に対して，

D.A. Powers らは，エアロゾルの自然沈着の解析モデルに含まれる動的形状因子及び

形状因子等のパラメータ並びに米国原子炉施設の格納容器形状（高さ，体積，沈着面

積）の変化幅に対して不確実さ伝播解析を実施して，原子炉熱出力のみをパラメータ

とした，自然沈着率及び格納容器スプレイによる除去率の 10%値，50%値，90%値を

与えるパラメトリックな計算モデルを提唱した。 
 
(1) 自然沈着のパラメトリックモデル 

D.A. Powers らの自然沈着モデル(2.3)は，NUREG-1465 の放射性物質の放出時期の

区分に応じて，原子炉熱出力のみをパラメータにして，放射性物質の自然沈着率を次

のとおり計算する。 
 

(90) = (90)[1 − exp (− (90)/ ]  ----------------------------------------  (2.10) 

(50) = (50)[1 − exp (− (50)/ ]   ---------------------------------------  (2.11) 

(10) = (10)[1 − exp (− (10)/ ] --------------------------------------  (2.12) 

λei(f) ：放出 phase i の自然沈着率の f %値（1/h） 
Ci(f), Di(f)  ：放出 phase i の定数（-） 
P  ：炉の熱出力（MWt） 
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例として，表 2.6 に，BWR 原子炉施設の自然沈着率の計算モデルを示す。 
 

表 2.6 パラメトリックな自然沈着モデル(2.3) 
Material Time interval (s) Correlation* (1/h) 

gap 0-3600 (90) = 2.912[1 − exp (−0.798 ( )/1000)] (50) = 4.186[1 − exp (−0.134 ( )/1000)] (10) = 2.131[1 − exp (−0.140 ( )/1000)] 
gap 3600-9000 (90) = 6.201[1 − exp (−0.887 ( )/1000)] (50) = 4.611[1 − exp (−0.155 ( )/1000)] (10) = 2.217[1 − exp (−0.124 ( )/1000)] 
gap 9000-19800 (90) = 3.303 + 5.75 × 10  ( ) (50) = 1.563[1 − exp (−0.897 ( )/1000)] (10) = 0.579 + 87.0 × 10  ( ) 
gap 19800-45000 (90) = 1.561[1 − exp (−1.210 ( )/1000)] (50) = 0.787[1 − exp (−1.318 ( )/1000)] (10) = 0.591[1 − exp (−1.255 ( )/1000)] 
gap 45000-80000 (90) = 1.200[1 − exp (−1.004 ( )/1000)] (50) = 0.462[1 − exp (−0.893 ( )/1000)] (10) = 0.274[1 − exp (−0.902 ( )/1000)] 
gap 80000-100000 (90) = 1.085[1 − exp (−1.018 ( )/1000)] (50) = 0.398[1 − exp (−0.673 ( )/1000)] (10) = 0.210[1 − exp (−0.579 ( )/1000)] 
gap 100000-120000 (90) = 1.041[1 − exp (−1.084 ( )/1000)] (50) = 0.388[1 − exp (−0.695 ( )/1000)] (10) = 0.190[1 − exp (−0.558 ( )/1000)] 

in-vessel 3600-9000 (90) = 4.495[1 − exp (−0.120 ( )/1000)] (50) = 2.188[1 − exp (−0.131 ( )/1000)] (10) = 1.089[1 − exp (−0.124 ( )/1000)] 
ex-vessel 90000-19800 (90) = 0.756 + 3.50 × 10  ( ) (50) = 0.532[1 − exp (−1.232 ( )/1000)] (10) = 0.374[1 − exp (−1.263 ( )/1000)] 

late in-vessel 19800-45000 (90) = 0.0648[1 − exp (−0.959 ( )/1000)] (50) = 0.0254[1 − exp (−0.0943 ( )/1000)] (10) = −0.089 + 10.72 × 10  ( ) 
* (50) is the median value of the effective decontamination coefficient. (90) and (10) are the 90th and 10th percentile values, respectively 

 

 
(2) 格納容器スプレイによる除去モデル 

D.A. Powers らは，スプレイ液滴の粒子径分布，液滴形状等の形状因子に加えて，

エアロゾルの慣性衝突，差動沈降，拡散，熱泳動，拡散泳動，エアロゾル凝集及び水

蒸気凝縮に含まれるパラメータの不確実さ伝播解析を実施した。その結果，スプレイ

流束及びスプレイ散布高さのパラメータのみでスプレイによる除去率を計算する次

のパラメトリックなモデルを提案した(2.4)。 
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λ(ℎ ) = = 0.9 / = 0.9  ------------------------------------- (2.13) 

lnλ = 0.9 = + ln + + + +  -------------------- (2.14) 

. = ( + log ) 1 − . + .  ---------------------------------- (2.15) 

λ : スプレイによるエアロゾル除去率（1/h） 
Q : スプレイ水の流束（cm3/cm2 s） 
H : スプレイ散布高さ（cm） 
mf : 浮遊するエアロゾルの質量割合（-） 
A, B, C, E, F, a, b, c : 定数（-） 

 
そこで，本研究では，2.2.1 項で検討した NUREG-1465 の更新ソースタームの解析

において，D.A. Powers らの自然沈着よる除去のパラメトリックモデルを適用して，

大気中への放射性物質放出量の影響を分析する(2.15)。 
その結果を，BWR-5 Mark-II 原子炉施設の場合を図 2.8(a)に，4-loop PWR PCCV 原

子炉施設の場合を図 2.8(b)に示す。図中の Base case は，それぞれ図 2.5(a)（BWR）及

び図 2.5(b)（PWR）の大気中の放出量を表している。図 2.8 の結果から分かるとおり，

2.2.1 項の BWR-5 Mark-II及び 2.2.2 項で述べた 4-loop PWR PCCV 原子炉施設の放出量

は，いずれにおいても，D.A. Powers らのパラメトリックモデルによる大気中への放

出量の 10%値，50%値，90%値の範囲になっている。特に，直径 1μmの終端速度を用

いた沈着率は，D.A. Powers らのモデルの 50%値に近い値になっている。 
 

  
(a) BWR 原子炉施設の場合      (b) PWR 原子炉施設の場合 

図 2.8 自然沈着のパラメトリックモデルを適用した計算 
 
なお，D.A. Powers らの格納容器スプレイによる除去率のパラメトリックモデルは，
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非スプレイ空間の影響が含まれていない。また，2.2.2 項で述べたシビアアクシデント

総合解析コード MELCOR を適用する場合においても，非スプレイ空間を考慮するた

めには格納容器を複数の区画に分割する等，工学的な工夫が必要になる。 
このため，本研究では，非スプレイ空間の影響を考慮した格納容器スプレイモデル

を提案する(2.19)。 
 
 

2.4 エアロゾル状放射性物質のスプレイ除去に関する簡易解析手法の開発 
 
東京電力株式会社福島第一原子力発電所においては，2011 年 3 月 11 日の東日本大

震災の際に，1 号炉から 3 号炉までが炉心損傷するという，深刻な重大事故に至った
(1.2)(2.20)。 
現在，日本を含む欧米諸国の様々な機関において種々の重大事故対策が検討される

中で，格納容器スプレイ又は代替格納容器スプレイは，重大事故時の放射性物質の大

気中への放出を低減する対策として重要である。 
これまでに，格納容器スプレイによるエアロゾル除去の試験は，米国ハンフォード

国立研究所の CSTF 装置を用いた CSE 実験(2.16)を含めて，多数実施されている。また，

試験結果に基づいたスプレイ除去率の解析モデルも提案されている(2.16)。しかしなが

ら，格納容器内の非スプレイ領域の影響を考慮したスプレイ除去の解析手法は，格納

容器内を 2 つ以上の複数区画に分割した数値解析などが主流であって，必ずしも容易

ではない。 
本研究では，スプレイ作動時における格納容器内のエアロゾル状放射性物質の浮遊

量の時間変化について，単一区画の格納容器体系モデルによって，格納容器内の非ス

プレイ領域の影響を適切に考慮できる簡易モデルを検討する(2.19)。 
 
2.4.1 解析モデル 
(1) 格納容器の体系モデル 
非スプレイ領域を含む格納容器内において，エアロゾル状放射性物質のスプレイ除

去挙動を把握するために，格納容器を非スプレイ領域及びスプレイ領域の 2 区画に分

割した体系モデル（以下「2 区画モデル」という。）を想定する。非スプレイ領域を

含めた格納容器の体系モデルを図 2.9 に示す。 
格納容器を非スプレイ領域とスプレイ領域とに分割し，その間を体積のない流路で

連結する。スプレイ領域では，浮遊するエアロゾル状放射性物質の一部がスプレイに

よって除去される。また，エアロゾル状放射性物質の一部は，非スプレイ領域とスプ

レイ領域との間を，雰囲気ガスの循環流に伴って移行する。 
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図 2.9 非スプレイ領域を含む格納容器スプレイモデル 
 

(2) エアロゾル状放射性物質の移行 
エアロゾル状放射性物質は，非スプレイ領域及びスプレイ領域のそれぞれで，一様

混合とする。ただし，格納容器スプレイは，スプレイ領域のみで作動するとする。 
格納容器に浮遊するエアロゾル状放射性物質の質量を一点集中型近似で扱うと，質

量連続の式から，図 2.9 に示した非スプレイ領域内及びスプレイ領域内のエアロゾル

状放射性物質の浮遊量の時間変化を，次のとおりに表すことができる。 
 

= − +         -------------------------------------------------  (2.16) 

= − − +     ------------------------------------------------  (2.17) 

  :非スプレイ空間のエアロゾル状放射性物質の浮遊量 (kg) 

  :スプレイ空間のエアロゾル状放射性物質の浮遊量(kg) 

  :循環流の体積流量 (m3/s) 

  :非スプレイ領域体積 (m3) 

  :スプレイ領域体積 (m3) 

    :スプレイによるエアロゾル状放射性物質の除去率 (1/s) 
 

スプレイ領域

非スプレイ領域

再循環流
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ただし，本研究では，循環流量 Q 及びスプレイ除去率 λs は，時間によらず一定と

する。スプレイ除去率 λs は，スプレイ流量及びエアロゾル粒子とスプレイ液滴との衝

突機構に依存する。衝突機構を支配するのは，雰囲気温度・圧力，スプレイ液滴径，

エアロゾル粒子径及びその相対速度である(2.16)。ここでは，スプレイによるエアロゾ

ル状放射性物質の除去率 λs は，与えられたものとする。 
(2.16)式において，非スプレイ空間のエアロゾル状放射性物質 MN は，循環流 Q に

よって非スプレイ領域から流出するとともに，循環流 Q によってスプレイ領域からエ

アロゾル状放射性物質が流入する。また，(2.17)式のとおり，スプレイ領域のエアロ

ゾル状放射性物質 Ms は，スプレイによる除去 λs とともに循環流 Q によって非スプレ

イ領域へ流出する。さらに，非スプレイ領域のエアロゾル状放射性物質が，循環流 Q
によってスプレイ領域に流入する。 
ここで，体系のパラメータ依存性を適切に表すために，次の無次元数を導入する。 
なお，MN(0)及び Ms(0)は，時刻 0 の非スプレイ空間及びスプレイ空間のエアロゾル

状放射性物質の浮遊量をそれぞれ示す。 
 

∗ = (0) ,   ∗ = (0) ,   (0) = (0) + (0) 

∗ = ∗ + ∗  

∗ = ,      ∗ = ,     τ =  ,    = + ,  

    ∗ = τ  
 
これによって，(2.16)式及び(2.17)式は，次のとおりになる。 
 

∗
∗ = −(1 + 1

∗) ∗ + (1 + ∗) ∗  ------------------------------------------  (2.18) 

∗
∗ = − ∗ ∗ − (1 + ∗) ∗ + (1 + 1

∗) ∗   --------------------------------  (2.19) 

 
ここで，(2.18)式及び(2.19)式は，表 2.7 に示すとおり，解析解を容易に求めること

ができる。 
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表2.7 エアロゾル物質移行の微分方程式の解析解 
 

∗ ( ∗) = ( ∗ + ∗ + ∗)( ∗ + ∗ + ∗)
∗( ∗ − ∗) ∗(0)[exp( ∗ ∗)− exp( ∗ ∗))]  

                      − ∗ (0)( ∗ − ∗) [( ∗ + ∗ + ∗)exp( ∗ ∗) − ( ∗ + ∗ + ∗)exp( ∗ ∗))]   (1a) 

∗ ( ∗) = ∗(0)( ∗ − ∗) [( ∗ + ∗ + ∗)exp( ∗ ∗) − ( ∗ + ∗ + ∗)exp( ∗ ∗))]     

− ∗ ∗ (0)( ∗ − ∗) [exp( ∗ ∗) − exp( ∗ ∗))]   (2a) 

∗ = 1 + 1
∗    ,      ∗ = 1 + ∗      (3a) 

∗ = −( ∗ + ∗ + ∗) + ( ∗ + ∗ + ∗)2 − 4 ∗ ∗
2          (4a) 

∗ = −( ∗ + ∗ + ∗) − ( ∗ + ∗ + ∗)2 − 4 ∗ ∗
2          (5a) 

α = −( S + + ) + ( S + + )2 − 4 S2         (6a) 

= −( S + + ) − ( S + + )2 − 4 S2         (6b) 

   =    ,      =   ,     ∗ =  ,     τ =  +
   (7a) 

 

 

(3) 簡易モデル 
非スプレイ領域を含む格納容器を 1 区画で模擬する場合について，前項(2)の 2 区画

体系モデルの解析解を利用して，等価なスプレイ除去率を簡易に計算する方法を検討

する。 
非スプレイ領域及びスプレイ領域のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間変化

を把握するために，表 2.7 の(1a)式と(2a)式の比に対して，スプレイ作動後に十分な時

間が経過する場合を考える。 
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lim∗→∞
∗
∗ = ∗ + ∗ + ∗

∗   --------------------------------------------------  (2.20) 

∗ = 1 + 1
∗    ,      ∗ = 1 + ∗ 

∗ = −( ∗ + ∗ + ∗) + ( ∗ + ∗ + ∗)2 − 4 ∗ ∗
2        ----------------------  (2.21) 

   ∗ = τ  ,    ∗ =   

 
ここで αは，表 2.7 の(6a)式及び(7a)式に示したとおりである。 
したがって，十分な時間が経過すると， ∗  及び ∗ は，次のとおりに近似すること

ができる。 
 

∗ ~ ∗ + ∗ + ∗
∗ ∗ 

 

∗~ ∗
∗ + ∗ + ∗ ∗  

 
 --------------------------  (2.22) 

この場合，格納容器内のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間変化は，簡単な計

算の後，次のとおりになることが分かる。 
先ず，長時間経過した際に，(2.23)式及び(2.24)式において， 

 

∗ ~ ∗ + ∗ + ∗
∗ ∗  ∗~ ∗

∗ + ∗ + ∗ ∗   

 
を代入する。 
 

∗
∗ = − 1 + 1

∗ ∗ + (1 + ∗) ∗  

~ − ∗ ∗ + ∗ ∗
∗ + ∗ + ∗ ∗   

= − ∗( ∗ + ∗)
∗ + ∗ + ∗ ∗   
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= ∗2 + ∗( ∗ + ∗)
∗ + ∗ + ∗ ∗ = ∗ ∗   

 
ここで， ∗2 + {( ∗ + ∗) + ∗} ∗ + ∗ ∗ = 0の関係を用いた。 
同様にして，次を得ることができる。 
 

∗
∗ = − ∗ ∗ − (1 + ∗) ∗ + 1 + 1

∗ ∗
 ~ − ( ∗ + ∗) ∗ + ∗ ∗   

     = −( ∗ + ∗) ∗ + ∗ ∗ + ∗ + ∗
∗ ∗  

 = ∗ ∗  
 

∗
∗ = −(1 + 1

∗) ∗ + (1 + ∗) ∗~ ∗ ∗  -----------------------------------  (2.23) 

∗
∗ = − ∗ ∗ − (1 + ∗) ∗ + (1 + 1

∗) ∗ ~ ∗ ∗  --------------------------  (2.24) 

このように，非スプレイ領域を含む格納容器内のエアロゾル状放射性物質の浮遊量
∗ を， ∗ = ∗ + ∗とすると 
 

∗
∗ ~ ∗ ∗  -------------------------------------------------------------  (2.25) 

 
となる。 
この結果が示すとおり，非スプレイ領域及びスプレイ領域のいずれのエアロゾル状

放射性物質の浮遊量も，α*で減衰する。したがって，非スプレイ領域及びスプレイ領

域を含めた格納容器内のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間変化は，α*を使用し

て簡単に表すことができる（以後，「簡易モデル」と略称する）。 
 

2.4.2 簡易モデルを用いた解析 
前述の(3)項で述べた簡易スプレイ除去モデルの適用性を確認するために，表 2.7 の

解析解(1a)式及び(2a)式並びに簡易モデルの(2.25)式を適用して，格納容器内に浮遊す



2-27 
 

るエアロゾル状放射性物質の時間変化を解析し，それぞれの結果を比較する。 
 

(1)  解析条件 
現在，設置変更許可が申請されている PWR 原子炉施設の格納容器体積は，申請件

数が最も多い 80 万 kW 級 PWR で，おおむね 80,000m3 程度である。本研究の解析で

は，非スプレイ領域を含む格納容器体積 Vcを 80,000 m3 と仮定する。解析条件を，表

2.8 にまとめて示す。 
 本研究では，計算を簡単にするため，非スプレイ領域とスプレイ領域とが等しい

R*=1 とした。また，エアロゾル状放射性物質のスプレイ除去率 λs は，原子炉施設の

設備容量に依存する。この報告では，λs を求めることが目的ではないので，CSE 実験
(2.16)のエアロゾル（Cs 及びウラン）の早期スプレイ散布（注入モード）の半減期の平

均値（約 23 分）から，λs=1.8 (1/h)とする。ただし，重大事故対策で使用する代替スプ

レイにおいては，1.8(1/h)よりも小さい。 
 エアロゾル状放射性物質は，(a)初期に，非スプレイ領域に全量が浮遊する場合

(Case-(a))，(b)初期に，スプレイ領域に全量が浮遊する場合(Case-(b))，(c)初期に，そ

れぞれ 0.5 が浮遊する場合(Case-(c))を計算する。 
 

表2.8 解析条件 
項目  数値 単位 備考 

格納容器体積   80,000 m3 代表的 3-loop PWR 

スプレイ領域   40,000 m3  

非スプレイ領域   40,000 m3  

/   τ  1.0 h = /ℎ   

/   ∗  1.0 －  

エアロゾル除去率   1.8 1/h CSE 実験 

 ∗  1.8 －  

解析ケース ∗ (0) 
 

∗(0) 
 

Case-(a) 1 0 
Case-(b) 0 1 
Case-(c) 0.5 0.5 
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(2) 解析結果 
a) 初期に，非スプレイ領域に全量が浮遊する場合(Case-(a)) 
格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の質量変化について，2 区画モデルに

よる解析解と簡易モデルによる計算結果との比較を図 2.10(a)に示す。 
 解析解によれば，初期に非スプレイ領域に浮遊するエアロゾル状放射性物質

M*N(t*)は，循環流によってスプレイ領域に移行する。このため，スプレイ領域のエア

ロゾル状放射性物質の浮遊量 M*S(t*)は，急速に増加する。しかしながら，エアロゾ

ル状放射性物質が再び非スプレイ領域に移行すること，スプレイ領域でのスプレイ除

去が継続することによって，スプレイ領域に浮遊するエアロゾル状放射性物質M*S(t*)
は，ピークに達した後に，時間の経過に伴って減少する。 
 簡易モデルによるエアロゾル状放射性物質の浮遊量は，解析解による格納容器内に

浮遊するエアロゾル状放射性物質の総量 M*C(t*)と比べると，良く一致していること

が分かる。 
 また，解析解から分かるとおり，解析開始から t* が 1 よりも小さい時点で，非ス

プレイ領域及びスプレイ領域に浮遊するエアロゾル状放射性物質の減衰率は，いずれ

の領域においても α* になる。 
 

 
図2.10(a) 格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の時間変化 

( ∗ (0) = 1, ∗(0) = 0) 
 

b) 初期に，スプレイ領域に全量が浮遊する場合(Case-(b)) 
格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の時間変化について，解析解と簡易

   ∗ 0 = 1,   ∗ 0 = 0
無次元時間 t*

格
納
容
器
内
の
浮
遊
量

(-)

非スプレイ領域

簡易モデル

スプレイ領域 合計

10-3

10-2

10-1

100

0 1 2 3 4 5

∗ 0 = 1, ∗ 0 = 0
∗ = 1

∗ ∗
∗ ∗ ∗ ∗

∗ ∗ ＋ ∗ ∗
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モデルによる計算結果との比較を図 2.10(b)に示す。解析解によれば，初期にスプレイ

領域に浮遊するエアロゾル状放射性物質M*S(t*)は，スプレイで除去されるとともに，

一部は循環流によって非スプレイ領域に移行する。このため，非スプレイ領域のエア

ロゾル浮遊量 M*N(t*)は急速に増加する。 
 しかしながら，非スプレイ領域のエアロゾル状放射性物質の浮遊量 M*N(t*)がピー

クに達した後は，スプレイ領域への移行及びスプレイ領域でのスプレイ除去が継続す

ることによって，エアロゾル状放射性物質の浮遊量は次第に減少する。 
 簡易モデルによるエアロゾル状放射性物質の浮遊量と解析解による格納容器内に

浮遊するエアロゾル状放射性物質の総量 M*C(t*)とを比べると，おおむね一致してい

ることが分かる。 
 また，解析開始から t* がやはり 1 よりも小さい時点で，非スプレイ領域及びスプ

レイ領域に浮遊するエアロゾル状放射性物質の減衰率は，いずれの領域においても α*
になる。 
 

 
図2.10(b)  格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の時間変化

( ∗ (0) = 0, ∗(0) = 1) 
 

c) 初期に，非スプレイ領域及びスプレイ領域にエアロゾルが浮遊する場合(Case-(c)) 
格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の時間変化について，解析解と簡易

モデルによる計算結果との比較を，図 2.10(c)に示す。 
 この場合，非スプレイ領域及びスプレイ領域において，エアロゾル状放射性物質の

混合が速やかに進む。この結果，簡易モデルは，早期から解析解のエアロゾル状放射

無次元時間 t*
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性物質の浮遊総量の時間変化を良く模擬している。 
 

 
図2.10(c) 格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の時間変化

( ∗ (0) = 0.5, ∗(0) = 0.5) 
 

d) 解析結果のまとめ 
前項(1),(2)及び(3)の結果のうち，解析解による格納容器内のエアロゾル状放射性物

質の浮遊量 M*C(t*)と簡易モデルによる計算結果とを，まとめて図 2.11 に示す。簡易

モデルによるエアロゾル状放射性物質の格納容器内の浮遊量の計算結果は，M*N(0)=1
及び M*S(0)=1 の両極限の範囲内であり，簡易モデルによって，エアロゾル状放射性

物質の浮遊量は，適切に計算されていることが分かる。 
なお，Case (a)において，解析解の浮遊量が簡易モデルの結果よりも若干大きい。

ただし，(2.20)式の近似の範囲であれば，解析解と簡易モデルとの結果の比は，β*/(β*

－α*) ～1＋α*2/(λs*a*)を超えることはない。 
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図2.11 解析解と簡易モデルによる計算結果との比較 
 
2.4.3 簡易モデルの適用 
(1) 簡易モデルの特性 

簡易モデルの| ∗| は，簡単な計算の後，次の関係を得ることができる。 
 

lim→∞ | ∗|
∗ ~ 11 + ∗ --------------------------------------------------  (2.26) 

 
| ∗| と ∗ との関係を図 2.12 に示す。 ∗ = 0においては，格納容器内がすべてスプレ

イ領域になることから， | ∗| = ∗  になる。また，格納容器内のスプレイ領域が減少

することに伴って，| ∗| は ∗と比べて1/(1 + ∗) に減少する。非スプレイ領域の割合が

増大して ∗ が大きくなると，| ∗| は 1/ ∗ で零に近づく。 

したがって，非スプレイ領域とスプレイ領域との間で，頻繁に雰囲気ガスの循環が

ある場合，それぞれの領域のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間変化は，次のよ

うに表すことができる。 
 

∗
∗ ~ − ∗

1 + ∗ ∗   ,            ∗
∗ ~ − ∗

1 + ∗ ∗  -----------------------------  (2.27) 

無次元時間 t*
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∗
∗ ~ − ∗

1 + ∗ ( ∗ + ∗) = − ∗
1 + ∗ ∗  

 

 
図2.12  (2.16)式の近似でのτへの依存性 

 
(2) 米国 NRC の解析モデルとの関係 
米国 NRC の Standard Review Plan, NUREG-0800 (SRP)の 6.5.2 節(2.21)に報告されてい

るエアロゾルのスプレイ除去率の評価において，R. K. Hilliard ら(2.16)が提唱した次の

解析モデルが推奨されている。 
 

= 3 ℎ2 ∙   -------------------------------------------------------  (2.28) 

  :格納容器スプレイによるエアロゾル除去率(1/s) 

  :スプレイ流量 (m3/s) 

ℎ   :スプレイ散布高さ (m) 

  :スプレイ領域体積 (m3) 

  :エアロゾルのスプレイ液滴による除去効率 (-) 

  :スプレイ液滴直径 (m) 
 

この米国 NRC の SRP の解析モデルでは，格納容器内のスプレイ領域の体積を適用
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することになっている。ここで，簡易モデルの ∗ は，非スプレイ領域とスプレイ領域

との間で，エアロゾル状放射性物質の混合が十分に進むと (2.26)式から，
∗ = − ∗S/(1 + ∗) となり， ∗ の定義から，  について，次の関係が得られる。 
 

| | = 1 + ∗ = 3 ℎ2(1 + ∗) ∙ = 3 ℎ2 ∙   (2.29) 

 
したがって，簡易モデルの| |は，(2.28)式のスプレイ領域体積 Vsp の場合と一致し，

米国 NRC の SRP の解析モデルとも整合する。 
 また，これまでの(2.25)式の導出過程から明らかなとおり，米国 NRC の SRP の解析

モデルの Vsp は，非スプレイ領域とスプレイ領域との間で，循環流によってエアロゾ

ル状放射性物質の移行が生じる領域に適用されるべきであることが明らかである。 
 
(3) 簡易モデルの適合性 
本研究で提示した非スプレイ領域を含む格納容器におけるエアロゾル状放射性物

質のスプレイ除去率について，次のことが明らかになった。 
a) 非スプレイ領域を含む格納容器内のエアロゾル状放射性物質のスプレイ除去挙動

を単一区画で模擬する場合，エアロゾル状放射性物質のスプレイ除去率は，簡易

モデルの(2.25)式の α*又は αよって近似することができる。 
b) 非スプレイ領域とスプレイ領域との間で，エアロゾル状放射性物質の混合が十分

に達成される場合には，簡易モデルの αは米国 NRC の SRP が推奨する λs がその

まま適用できる。 
 
 
2.4.4 まとめ 
本研究では，非スプレイ領域を含む格納容器において，スプレイ作動時のエアロゾ

ル状放射性物質の浮遊量の時間変化を，簡易モデルで適切に計算する方法を示した。 
 簡易モデルは，格納容器の形状，非スプレイ領域の割合及び雰囲気ガスの循環流量

など，原子炉施設の設計値から容易に得られるパラメータのみを含むことから，原子

炉施設の格納容器スプレイ除去の解析に汎用的に適用できるという利点がある。 
 また，本研究の 2.4.1(3)の簡易モデルで述べた時間が経過した場合の近似の考え方

は，中央制御室と空気の流出を伴う周辺設備とを一体として扱う中央制御室インリー

ク試験の計画及び結果の分析に適用できる等，簡易な上に応用範囲が広い。 
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3.  重大事故時の主要な事故シーケンスの環境影響評価  
 
 確率論的リスク評価のうち，レベル 3PRA では，重大事故の事故シーケ

ンスごとに，大気中へのソースターム及び発生頻度，放出された放射性物

質が大気中に拡散する際の気象状態の発生確率，気象状態に応じた放射性

物質の大気拡散・沈着，そして拡散・沈着した放射性物質による任意の地

点の線量及びそのリスクを解析する。  
また，線量計算では，核種によって線量への寄与度が異なる。対象とす

る核種は，被ばく上で重要な希ガス類，よう素類，セシウム類，テルル類

のアイソトープを含む約 60 種類である。このため，レベル 3PRA では多

大なデータ処理が必要になる。  
本研究では，国内の代表的な BWR-5 MARK-Ⅱ原子炉施設を対象に，被

ばく経路別，核種グループ別の線量リスク（線量×発生頻度）に着目して

特徴を分析し，多大なデータ処理を必要とする解析手法を体系的に実施で

きるように，事故シーケンスのパターン化を検討する。  
 
 
3.1 環境影響評価モデル  
 
 本研究で用いた，大気拡散，地表面沈着量，被ばく線量及び健康影響に

係る主な環境影響評価モデルについて述べる。  
 
 
3.1.1 大気拡散モデル  

放射性物質の大気拡散を解析するモデルは，大気汚染の分野で古くから

研究されており，放射性雲（プルーム）の計算方法によって，ガウスプル

ームモデル，ガウスパフモデル，数値解析モデル等がある。  
近年では，米国コロンビア州立大学が開発した RAMS/HYPACT(3.1),(3.2)，

日本の SPEEDI(3.3)等の数値解析モデルによって，風速場及び粒子拡散を数

値解析する手法が，計算機の発達と歩調を合わせるように開発が進められ

ている。しかしながら，このような数値解析モデルは，数値解析で計算し

た放射性雲挙動の発生確率を求めることに難点があり，レベル 3PRA に適

用することが現状では困難である。  
このため，レベル 3PRA では，ガウスプルームモデル又はガウスパフモ

デルのように，年間の観測データによって，風向，風速等の初期条件及び
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境界条件の発生確率を対応させやすい解析モデルを用いる。  
米国ローレンスリバモア国立研究所の C. R. Molenkamp らによって，放

射性雲の濃度をガウスプルームモデル（MACCS2(3.4)）及び 3 次元数値解析

モデル（ADAPT/LODI(3.5) (3.6)等）で計算した結果，ガウスプルームモデル

（MACCS2）による放出源から 160km までの同心円上の各地点での放射性

物質の濃度は，3 次元数値解析モデルと比べて，0.64～1.58 の範囲である

ことが示されている (3.7)。  
本研究では，重大事故時では放射性物質が大気中へ放出する期間が数時

間程度継続することを踏まえて，ガウスプルームモデルを適用する。ガウ

スプルームモデルの概要を図 3.1 に示す。  
 

 

図 3.1 大気拡散及び地表面沈着  
 

放射性物質の濃度は，放出源を原点にして風下方向を x 軸とした直角座

標では，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に示された基

本拡散式 (3.8)で求めることができるが，通常，放射性物質の核崩壊による

減衰項を考慮せず保守性を確保するため，(3.1)式に示すガウスプルームモ

デルによって計算する。  
ガウスプルームモデルでは，放射性物質は一定の放出率で定常的に放出

され，地形等の影響を無視し，放射性雲の形状は時間に対して一定である

と仮定する。  
 

222
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Q   ：環境への放出率（Bq/s）  

U   ：風速（m/s）  

y ， z：プルームの水平方向及び鉛直方向の拡散パラメータ（m）  

H   ：放出源高さ（m）  
 
ここで，水平方向及び鉛直方向の拡散パラメータは，風下距離 x と大気

安定度の関数として， (3.2)式で示される。  
 

  ----------------------------------------------------------- (3.2) 

  
なお，本研究の計算に使用した，米国 NRC が開発を進めているレベル

3PRA コード MACCS2 では，Tadmor-Gur の近似式 (3.9)を用いている。 (3.2)
式の a～d のパラメータの値を表 3.1 に示す。  

 
表 3.1 Tadmor-Gur の σy,σz のべき乗則のパラメータ値 (3.10) 

大気安定度  べき乗則のパラメータ  
a b c d 

A 0.3658 0.9031 0.00025 2.125 
B 0.2751 0.9031 0.0019 1.6021 
C 0.2089 0.9031 0.2 0.8543 
D 0.1474 0.9031 0.3 0.6532 
E 0.1046 0.9031 0.4 0.6021 
F 0.0722 0.9031 0.2 0.6020 

 
3.1.2 地表面沈着モデル  

湿性沈着及び乾性沈着を考慮した地点 (x,y,0)における単位面積当たりの

地面上への移行率は， (3.3)式によって計算する。  
 

)(2
exp)(

2
)0,,(),( 2

2

x
HxVyxyx

z
zdD  ---------------------  (3.3) 

yxD ,  ：地表面移行率（Bq/m2/s）  

d
z

b
y
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xa
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0,, yx  ：地表面高さ付近での空気中濃度（Bq /m3）  

dV  ：乾性沈着速度（m/s）  

 ：ウォッシュアウト係数（1/s）  
 
ここで，乾性沈着速度 dV は，地表面でのエアロゾルの慣性衝突及び重力

沈降を考慮した G. A. Sehmel のモデルを適用する (3.11)。ウォッシュアウト

係数 は，単位時間当たりに放射性雲から除去される物質の割合であり，

降水強度の関数として，H. D. Brenk らの (3.4)式によって計算する (3.12)。  
 

CR  --------------------------------------------------------------------  (3.4) 

     R  ：降水強度（mm/h），   
 ，C ：定数  

 
3.1.3 被ばく線量評価モデル  

早期被ばくによる線量評価では，図 3.2 に示すとおり，放射性雲中の放

射性物質からの外部被ばく（クラウドシャイン），地表面に沈着した放射

性物質からの外部被ばく（グランドシャイン），放射性雲中の放射性物質

の吸入による内部被ばく及び地表面から再浮遊した放射性物質の吸入に

よる内部被ばくの 4 つの被ばく経路を対象とする。  
 

 
図 3.2 被ばく経路別の線量  
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(1) 放射性雲中の放射性物質からの外部被ばく（クラウドシャイン）線量  
放射性雲が通過している間，放射性雲中の放射性物質からの外部被ばく

線量は，放射性雲が半無限空間に一様の濃度で存在するとした半無限雲近

似を用い， J.W. Healy の (3.5)式で計算する (3.13)。  
 

 --------------------------------------  (3.5) 

 ：臓器 k のクラウドシャイン線量 (Sv) 
 ：放射性核種 i の地表空気中時間積分濃度 (Bq s/m3) 

：放射性核種 i の臓器 k に対するクラウドシャインの線量換

算係数 (Sv m3 /Bq s) 
 ：有限雲補正係数 (-) 

 ：クラウドシャインに対する遮へい係数 (-) 
 
(2) 地表面に沈着した放射性物質からの外部被ばく（グランドシャイン）

線量  
 地表面に沈着した放射性物質からの外部被ばく線量は，H-N Jow らの

(3.6)式で計算する (3.14)。  
 

 -----------------------------------------  (3.6) 

 ：地表面に沈着した放射性物質からの臓器 k の外部被ばく

線量 (Sv) 

 ：放射性核種 i の地表面濃度 (Bq/m2) 

 ：放射性核種 i の臓器 k に対するグランドシャインの線量

換算係数 (Sv m2/Bq) 
 ：グランドシャインに対する遮蔽係数 (-) 

 
(3) 放射性雲中の放射性物質の吸入による内部被ばく線量  
 放射性雲が通過する間，放射性雲中の放射性物質の直接吸入による内部

被ばく線量は，H-N Jow らの (3.7)式で計算する (3.14)。  
 

SFCCDFCACDC
i

ikik )(

kDC

iAC

ikDFC

C
SFC

SFGDFGGC
i

iki )(DGk

kDG

iGC

ikDFG

SFG
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 ---------------------------------------  (3.7) 

 ：放射性雲中の放射性物質の吸入による臓器 k に対する内部

被ばく線量 (Sv) 

 ：放射性核種 i の地表付近の空気中時間積分濃度 (Bq s/m3) 

 ：放射性核種 i の吸入による臓器 k に対する内部被ばく線  
量換算係数 (Sv/Bq) 

  ：呼吸率 (m3/s) 
 ：吸入に対する低減係数 (-) 

 
(4) 地表面から再浮遊した放射性物質の吸入による内部被ばく線量  

地表面から再浮遊した放射性物質の吸入による内部被ばく線量は，H-N 
Jow らの (3.8)式で計算する (3.14)。  

 

 ---------------------------------------------  (3.8) 

 ：地表面から再浮遊した放射性物質の吸入による臓器 k
の内部被ばく線量 (Sv) 

 ：放射性核種 i の地表面濃度 (Bq/m2) 

 ：放射性核種 i の臓器 k に対する再浮遊吸入線量係数 (Sv 
m2/Bq) 

 ：吸入に対する低減係数  (-) 
 
3.1.4 健康影響の発生確率の評価モデル  
(1) 健康影響の発生確率の計算  
 健康影響の発生確率は，急性障害確率及び晩発性障害確率といった健康

障害確率を用い， (3.10)式によって計算する。  
 

mriskF ii  --------------------------------------------------------------  (3.9) 

iF  ：健康障害 i の発生者数（人）  
     （ i=1；急性障害， i=2；晩発性障害）  

irisk  ：健康障害確率（ -）  
（急性障害確率は (3.11)式，晩発性障害確率は (3.13)式
をそれぞれ参照）  

SFIBRDFIACDI
i

ikik )(

kDI

iAC

ikDFI

BR
SFI

i
ikik SFIDFRGCDR )(

kDR

iGC

ikDFR

SFI
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m  ：健康障害にさらされる人口（人）  

MFG ii  ---------------------------------------------------------------  (3.10) 

iG  ：健康影響 i の発生確率（ -）  
M  ：評価対象範囲の全人口（人）  

 
(2) 急性障害確率の計算  
急性障害確率 r（ risk i，i=1）は，J.S. Evans らの (3.11)式及び (3.12)式に示

す累積ハザード関数によって計算する (3.15)。  
 

)exp(1 Hr  ----------------------------------------------------------  (3.11) 

r ：急性障害確率（ -）  
H ：累積ハザード関数（ -）  

V

D
DH

50

2ln  TD    ---------------------------------------  (3.12) 

= 0     ≤  

D  ：確定的影響の対象とする臓器の吸収線量（Gy）  
   （対象臓器は，骨髄，肺及び大腸下部）  

50D  ：半致死線量（Gy）  

V  ：形状係数（ -）  
T  ：しきい線量（Gy）  

 
このため，急性障害は，被ばく線量がしきい線量を超えた場合に発生す

る。しきい線量を超えた場合，被ばく線量の増加とともに発生確率が増加

し，重篤度も高くなる（図 3.3（左）参照）。  
 

(3) 晩発性障害確率の計算  
晩発性障害確率 R(D)（ risk i，i=2）は，線量及び線量率の効果を考慮して，

がんの部位別に J.S. Evans らの (3.13)式の線形の線量反応関係式で計算す

る (3.15)。  
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DDREF
DcDR 1  ----------------------------------------------------  (3.13) 

)(DR  ：線量 D の被ばく後の晩発性障害確率（ -）  

c  ：高線量及び高線量率における疫学的調査から得られた単位

リスク係数（晩発性障害数 (人 )/（1000 人・Gy））  
D  ：確率的影響の対象とする臓器の吸収線量（Gy）  
  （対象は，白血病，骨がん，乳がん，肺がん，甲状腺がん，  
    胃腸がん及びその他のがん）  
DDREF ：線量・線量率効果係数（ -）  

D が 0.2Gy 未満又は 0.1Gy/h 未満の場合に考慮する。  
 
ここでは，晩発性障害は，急性障害と異なり，しきい線量がないと仮定

する。線量の増加とともに発生確率が増加するが，重篤度は被ばく線量に

関係なく同じである（図 3.3（右）参照）。  
 

 
図 3.3 確定的影響及び確率的影響  

 
 
3.2 線量リスクの特徴による事故シーケンスの類型化  

 
 本研究では，国内の代表的な BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設を対象に環境影

響解析 (3.16)を行い，被ばく経路別，核種グループ別の線量リスク（線量×
発生頻度）に着目して特徴を分析し，多大なデータ処理を必要とする解析

影
響
が
現
れ
る
確
率

影
響
が
現
れ
る
確
率

線量 線量

確定的影響 確率的影響

しきい値

100％

50％

（しきい値がある） （しきい値はないと仮定）

線量の増加に伴い，影響の程度も
大きくなる

線量が増加しても，影響の程度は
変わらない
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手法を体系的に実施できるように，事故シーケンスのパターン化を検討す

る。  
 なお，線量リスクは，①クラウドシャイン及びグランドシャインの外部

被ばくによる全身線量リスク，並びに，②プルームの吸入及び再浮遊物質

の吸入の内部被ばくによる甲状腺線量リスクを取り上げる。  
 
3.2.1 線量リスクの解析条件  

大気中への放射性物質の放出量，放出開始時期，放出継続時間等といっ

たソースターム及び気象データを用いて，3.1.1 及び 3.1.2 に示した評価モ

デルによって大気拡散解析を行い，大気中濃度及び地表面沈着濃度を計算

する。  
(1)  気象条件  

解析に用いた気象条件については，年間の種々の気象条件を網羅できる

ように，年間 1 時間ごとの 8760 の気象データ（風向，風速，大気安定度，

降雨量）から，風速，大気安定度，降雨量等が類似する気象カテゴリに分

類し，各カテゴリから気象条件（120 時間分の一連の気象データ）をラテ

ンハイパーサンプリング（LHS）法でサンプリング処理を行い抽出する。

本研究では，31 の気象カテゴリの中から 4 種類のデータを抽出するため，

最大 124 種類の気象条件となる。この抽出方法は，ビンサンプリング法と

呼ばれる。  
 
(2)  線量リスクの解析  

大気中濃度及び地表面沈着濃度から，3.1.3 に示した評価モデルを用いて，

被ばく経路ごとの線量を計算する。本研究では，被ばく線量は，最大 124
種類の気象条件を用いて計算した線量の平均値に着目する。さらに，事故

シーケンスごとの線量に発生頻度を乗じて，線量リスクを計算する。  
 
(3) 大気中へのソースタームの解析条件  

図 .3.4 に大気中への放出割合，図 .3.5 に大気中への放出開始時刻をそれ

ぞれ示す (3.17～ 3.22)。  
大気中への放出割合については，初期インベントリに対する割合で示し

ているが，どの事故シーケンスも希ガス類（Xe）の放出割合はほぼ全量に

近く，次いでよう素類（ I），セシウム類（Cs）及びテルル類（Te）といっ

た揮発性のエアロゾルのグループが数%～数十%と高い。また，事故シー

ケンスによっても，放射性物質の放出割合が異なり，例えば，格納容器破
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損モードのうちの In-Vessel での水蒸気爆発（α）では，原子炉容器の頂部

がミサイルとなり格納容器が破損する際に，難揮発性のエアロゾルグルー

プも一緒に大気中に放出される。早期格納容器ベント（υ-e）では，原子炉

容器破損前に格納容器ベントが実施されるため，他のモードに比べて，ど

の核種グループについても大気中への放出割合が小さい。  
 

 
図 3.4 大気中への放出割合  

 
大気中への放出開始時刻については，In-Vessel での水蒸気爆発（α），格

納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ），原子炉未臨界確保失敗時の早期格

納容器先行破損（TC-θ）及び格納容器バイパス（ ν）は放出開始時期が早

く，崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）は 40 時間以上と

放出開始時期が遅い。  



3-11 
 

 
図 3.5 大気中への放出開始時刻  

 
3.2.2 線量リスクの解析結果の概要  

図 3.6 に，線量リスクの解析結果を示す。同図から，線量リスクの分布

に，格納容器破損モードに起因した三つの傾向が認められる (3.23)。  
 第一の傾向は， In-Vessel での水蒸気爆発（α）に見られるもので，他の

格納容器破損モードに比べて，線量リスクが距離とともに比較的早く減少

する。  
第二の傾向は，格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）に見られるも

ので，他の格納容器破損モードに比べて，放出源近傍で線量リスクが急激

に低下し，その後はなだらかに減少する。  
第三の傾向は，線量リスクが距離とともになだらかに減少するものであ

り，水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ），崩壊熱除去失敗時の晩期格納

容器先行破損（TW-θ），原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損

（TC-θ），格納容器バイパス（ν），早期格納容器ベント（υ-e）及び後期格

納容器ベント（υ-l）に見られる。  
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図 3.6 全身線量リスクの距離変化  
 
3.2.3 被ばく経路別の線量リスクの傾向の検討  
 
(1) 第一の傾向（線量リスクが距離とともに，比較的早く減少する）  

図 3.6 に示した線量リスクの結果のうち， In-Vessel での水蒸気爆発（α）
モードの場合である。  
 図 3.7 に，第一の傾向である In-Vessel での水蒸気爆発（α）の一例とし

て，大破断 LOCA 時の注水失敗（AE）の解析結果を示す。  
 外部被ばくによる全身線量リスクでは，クラウドシャインよりもグラン

ドシャインの方がリスクへの寄与が大きい。また，内部被ばくによる甲状

腺線量リスクでは，プルームの吸入よりも再浮遊物質の吸入の方がリスク

への寄与が大きい。  
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図 3.7 被ばく経路別線量リスク（第一の傾向；α モード）  
 
(2) 第二の傾向（線量リスクが放出源近傍で急速に減少する）  

図 3.6 に示した線量リスクの結果のうち，格納容器雰囲気直接加熱によ

る過圧（σ）モードの場合である。  
 図 3.8 に，第二の傾向である格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）の

一例として，高圧注水・減圧失敗（TQUX）の解析結果を示す。  
外部被ばくによる全身線量リスクでは，放出源近傍を除くと，クラウド

シャインの方がリスクへの寄与が大きい。グランドシャインは，放出源近

傍で急激に低下する。  
内部被ばくによる甲状腺線量リスクでは，放出源近傍を除くと，プルー

ムの吸入の方がリスクへの寄与が大きい。再浮遊物質の吸入は，放出源近

傍で急激に減少する。  
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図 3.8 被ばく経路別線量リスク（第二の傾向；σ モード）  
 
(3) 第三の傾向（線量リスクが距離とともに緩やかに減少する）  

図 3.6 に示した線量リスクの結果のうち，その他の格納容器破損モード

の場合である。  
 図 3.9 に，第三の傾向の一例として，LOCA 時の注水失敗時の水蒸気・

非凝縮性ガスによる過圧（AE-δ）ケースの解析結果を示す (3.23)。  
外部被ばくによる全身線量リスクでは，クラウドシャインよりもグラン

ドシャインの方がリスクへの寄与が大きい。また，内部被ばくによる甲状

腺線量リスクでは，再浮遊物質の吸入よりもプルームの吸入の方がリスク

への寄与が大きい。  
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図 3.9 被ばく経路別線量リスク（第三の傾向；その他のモード）  

  
図 3.10 に，本研究で仮定した三つの傾向におけるエアロゾルの沈着速度

を示す。  
格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）モードは，半径が約数 mm 程

度で，沈着速度にすると 103cm/s 程度と非常に大きい。このため，放出源

近傍で急激に沈着する。  
In-Vessel での水蒸気爆発（α）モードは，半径が約 50μm 程度で，沈着速

度にすると 101cm/s 程度である。格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）
モードには及ばないが，その他の格納容器破損モードに比べると大きいた

め，ある程度拡散し，放出源周辺に沈着する。  
その他の格納容器破損モードは，半径が約数 μm 程度で，沈着速度にす

ると 10-2cm/s 程度と小さいため，遠方まで移流し，徐々に沈着する。  
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図 3.10 エアロゾル沈着速度（終端速度）  

 
3.2.4 核種グループ別の線量リスクの傾向の検討  

被ばく経路別に，各核種グループの線量リスクへの寄与割合の特徴を検

討する。本項では，低圧注水・減圧失敗時の格納容器雰囲気直接加熱によ

る過圧（TQUX-σ）を例示する。  
なお，対象とした核種グループは，希ガス類（Xe），セシウム類（Cs），

バリウム類（Ba），テルル類（Te），ルテニウム類（Ru），セリウム類（Ce），
ランタン類（La）及びよう素類（ I）の 8 種類である。また，核種グルー

プの結果には，放射性壊変により生成した核種も含まれる。  
 
(1)  クラウドシャインによる外部被ばく  

クラウドシャインによる外部被ばく線量は，大気中に移流する放射性物

質の濃度により計算される。このため，地表面に沈着せずに遠くまで移流

する希ガス類（Xe）は，クラウドシャインによる外部被ばくへの寄与が高

い。  
希ガス類（Xe）以外の核種グループについては，放射性核種の形態がエ

アロゾルであるため，エアロゾルの沈着速度の相違により，クラウドシャ

インによる外部被ばくへの寄与割合が異なる。  
なお，よう素類（ I）については，エアロゾルの形態をとるものが大部分

であるが，ガス状の有機よう素も存在すると仮定しており，希ガス類（Xe）
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に放射性壊変する核種があるため，希ガス類（Xe）と類似の傾向が見られ

る。テルル類（Te）についても，よう素類（ I）に放射性壊変する核種があ

るため，よう素類（ I）と類似の傾向が現れる。このため，他の核種グルー

プに比べ，クラウドシャインによる外部被ばくへの寄与が大きい。  
乾性沈着以外の要素として，大気中への放出割合が挙げられる。希ガス

類（Xe），テルル類（Te），セシウム類（Cs）及びよう素類（ I）といった

大気中への放出割合の大きいグループは，線量リスクへの寄与が大きい。

また，大気中への放出開始時刻が遅い方が，物理的減衰により線量リスク

への寄与が小さくなる。  
さらに，気象条件についても，風速やプルームの上昇が線量リスクに影

響を及ぼす。  
 

 

図 3.11 核種グループ別線量リスク（クラウドシャイン）  
 

(2)  グランドシャインによる外部被ばく  
 グランドシャインによる外部被ばく線量は，地表面にある放射性物質の

濃度から計算される。このため，地表面に沈着しない希ガス類（Xe）は，

グランドシャインによる線量リスクへの寄与が無い。  
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エアロゾルの核種グループについては，クラウドシャイン同様，エアロ

ゾルの沈着速度の違いにより，グランドシャインへの寄与割合が異なる。 
また，大気中への放出割合及び大気中への放出開始時刻についても，ク

ラウドシャインと同様の傾向となる。  
さらに，気象条件については，乾性沈着とプルームの上昇のバランスや

降雨沈着が線量リスクに影響を及ぼす。  
 

 

図 3.12 核種グループ別線量リスク（グランドシャイン）  
 
(3)  プルームの吸入による内部被ばく  

プルームの吸入による内部被ばく線量は，空気中にある放射性物質の濃

度により計算されるが，吸入という被ばく経路を取るため，地表面濃度に

起因するグランドシャイン線量リスクに近い挙動を示す。しかし，空気中

濃度を用いるため，グランドシャインとは異なり，希ガス類（Xe）の線量

リスクへの寄与が発生する。  
プルームの吸入による内部被ばくについては，よう素類（ I）の吸入に対

する線量換算係数が高いため，よう素類（ I）の寄与割合が非常に高い。こ

のため，よう素類（ I）に放射性壊変する核種が存在するテルル類（Te）に
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ついても，プルームの吸入による線量リスクへの寄与が大きい。  
 

 

図 3.13 核種グループ別線量リスク（プルームの吸入）  
 
(4)  再浮遊物質の吸入による内部被ばく  
 再浮遊物質の吸入による内部被ばく線量は，放射性物質の地表面濃度に

起因するため，核種グループの線量リスクは，グランドシャインと類似の

挙動を示す。また，希ガス類（Xe）は地表面に沈着しないため，線量リス

クへの寄与は無い。  
また，再浮遊物質の吸入による内部被ばくは，前述したプルームの吸入と

同様，よう素類（ I）の吸入に対する線量換算係数が高いため，よう素類（ I）
及びテルル類（Te）の寄与が大きい。  
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図 3.14 核種グループ別線量リスク（再浮遊物質の吸入）  
 
3.2.5 まとめ  
 被ばく経路別，核種グループ別の線量リスクに着目して特徴を分析する

と，希ガス類（Xe）以外のエアロゾル状の核種グループは，In-Vessel にお

ける水蒸気爆発（α）モード，格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）モ

ード及びその他の格納容器破損モードの三つに事故シーケンスをパター

ン化できることが明らかになった。  
(1) これらの三つのパターンは，降雨，風速，プルームの上昇といった気

象条件，放射性物質の大気中への放出割合の大小，減衰時間と放射性

物質の放出開始時刻との兼ね合いに依存するが，その中でも，エアロ

ゾルの沈着速度の相違に起因する。希ガス類（Xe）は地表面に沈着せ

ず，その他の核種グループは沈着することから，被ばく経路別の核種

グループの寄与割合に大きな影響を与えている。  
(2) これらの三つのパターンは，降雨，風速，プルームの上昇といった気

象条件，放射性物質の大気中への放出割合の大小，減衰時間と放射性

物質の放出開始時刻の兼ね合いに依存するが，その中でも，エアロゾ

ルの沈着速度の違いに起因するところが大きい。  
(3) 希ガス類は地表面に沈着せず，その他の核種グループは沈着すること
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から，被ばく経路別の核種グループの寄与割合に大きな影響を与えて

いる。  
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4. 国内原子炉施設の原子炉施設周辺の環境影響評価  
 
 国内の代表的な実機の原子炉施設を対象に，原子炉施設周辺の確率論的

な環境影響評価（レベル 3PRA）手法を適用し，原子炉施設ごとにリスク

ドミナントな事故シーケンス及び平均個人リスクを解析する。また，放射

性物質の放出開始時期と線量リスクとの関係，発生頻度とリスクとの関係，

線量と放出量の超過発生頻度等のリスクプロファイルを検討する。  
 
 
4.1 実機の解析条件  

大気中への放射性物質の放出量，放出開始時期，放出継続時間等といっ

たソースターム及び気象データを用いて，3.1.1～3.1.4 に示した評価モデル

によって原子炉施設周辺の影響評価を行い，被ばく線量，平均個人リスク

等を計算する。  
 
(1) 解析対象とした原子炉施設及び放出カテゴリ  

解析対象とした原子炉施設は，国内の代表的な BWR-3 Mark-Ⅰ原子炉施

設，BWR-4 Mark-Ⅰ原子炉施設，BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設及び ABWR 
RCCV 原子炉施設の 4 種類とする。  

これらの実機の原子炉施設における内部事象のレベル 2PRA 結果 (3.17～

3.22)(4.1～ 4.3)から，BWR-3 Mark-Ⅰ原子炉施設については 32 種類，BWR-4 
Mark-Ⅰ原子炉施設については 31 種類，BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設につい

ては 26 種類，ABWR RCCV 原子炉施設については 27 種類の放出カテゴリ

を解析対象とする。  
表  4.1 に，解析対象とした原子炉施設別の放出カテゴリを示す。放出カ

テゴリは，プラント損傷状態，格納容器が破損する時期，破損形態（格納

容器破損モード）及び放出量等の類似性でグループ化したものである。

In-Vessel での水蒸気爆発（α）のように，高圧・低圧注水失敗（TQUV），

LOCA 時注水失敗（AE）等の低圧で事故が進展するプラント損傷状態，さ

らには高圧注水・減圧失敗（TQUX），電源喪失（長期）（TB），電源喪失

（短期）（TBU）等の高圧で事故が進展するプラント損傷状態に共通して

存在する放出カテゴリがある一方，格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）
のように高圧で事故が進展するプラント損傷状態に限られる放出カテゴ

リ等，放出カテゴリは事故の特徴によって異なる。  
プラント損傷状態及び格納容器破損モードについては，解説 A に概要を
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示す。  
 
(2) ソースターム  

解析に用いたソースタームの主な条件を，原子炉施設別に，図 .4.1(a)～
(d)に大気中への放出割合，図 .4.2(a)～ (d)に大気中への放出継続時間をそれ

ぞれ示す (3.17～ 3.22)(4.1～ 4.3)。  
大気中への放出割合は，原子炉の初期インベントリに対する割合で示し

ている。いずれの原子炉施設も希ガス類（Xe）の放出割合はほぼ全量に近

く，格納容器ベントを除いては，よう素類（ I），セシウム類（Cs）及びテ

ルル類（Te）といった揮発性のエアロゾルのグループが数%～数十%であ

る。また，難揮発性のバリウム類（Ba），ルテニウム類（Ru）及びランタ

ン類（La）の放出割合は， In-Vessel での水蒸気爆発（α）等のエナジェテ

ック事象を除くと，1%未満である。  
放出継続時間は，内部事象のレベル 2PRA の解析結果 (3.17～ 3.22)(4.1～ 4.3)を

基に，事故開始から放出終了までの単位時間当たりの放出割合の挙動から

判断して，大気中への放出が無視できるようになるまでの時間とする。こ

の際，単位時間当たりの放出割合の挙動が時間によって大きく異なる場合

には，放射性雲（プルーム）の放出形態を複数に分割して模擬する。  
放出開始時期は，In-Vessel での水蒸気爆発（α），崩壊熱除去失敗時の晩

期格納容器先行破損（TW-θ），原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先

行破損（TC-θ）及び格納容器バイパス（ ν）については炉心支持板破損時

とし，原子炉圧力容器破損時の高圧溶融物放出（μ）及び格納容器雰囲気

直接加熱による過圧（σ）については原子炉圧力容器破損時とする。また，

水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ）については格納容器破損時とし，

早期格納容器ベント（υ-e）及び後期格納容器ベント（υ-l）についてはベ

ント開始時とする。  
放出エネルギーは，プルームごとに，放出開始から放出終了までの累積

放出エネルギーをそれぞれのプルームの放出継続時間で除した値とする。 
放出カテゴリの発生頻度は，レベル 1 及びレベル 2PRA のアクシデント

マネジメント策を考慮した内部事象のレベル 2PRA 結果を用いる (4.3)。図

4.3 に，原子炉施設別に，格納容器破損モード別の発生頻度を示す。同図

の発生頻度は，BWR-4 原子炉施設の発生頻度の合計値を 1 として規格化し

たものである。  
 
(3) 気象条件  
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解析に用いる気象データは，原子炉施設別に，年間の種々の気象条件を

網羅できるように，年間 1 時間ごとの 8760 の気象データ（風向，風速，

大気安定度及び降雨量）から，風速，大気安定度，降雨量等が類似する気

象カテゴリに分類し，各カテゴリから気象条件（120 時間分の一連の気象

データ）をラテンハイパーサンプリング（LHS）法でサンプリング処理を

行い抽出する。本研究では，ビンサンプリング法によって，31 の気象カテ

ゴリの中から 4 種類のデータを抽出しており，最大 124 種類の気象条件と

なる。  
なお，対象とする気象観測年は 1992 年で，気象データは，サイトで観

測されたものではなく，サイト近辺のアメダス，日原簿及び高層気象の各

気象観測データを用いる。  
 
(4) 想定する避難モデル  
解析に用いた避難モデルは，原子力災害対策特別措置法（制定：平成 11

年 12 月 17 日号外法律第 156 号。最終改正：平成 29 年 4 月 14 日号外法律

第 15 号）（以下「原災法」という。），これまでに国内で実施された原

子力防災訓練のシナリオ等を参考に想定する。  
図 4.4 に示すように，警告時間の 2 時間 30 分後に，3km 圏内の住民が徒

歩（速度：4km/h）で移動を開始し，その 50 分後に，10km 圏内の全住民

がバス（速度：35km/h）で原子炉施設を中心に放射状に移動するという，

地形，道路等を無視した仮想的なモデルとする。  
避難対象地域は，原子炉施設中心から半径 10km までと仮定する。  
警告時間は，放出カテゴリごとに事故開始から原災法第 15 条で定める

「原子力緊急事態」が通報されるまでの時間を参考にする。また，事業者

の防災業務計画に，国への通報を 15 分以内を目途とするとの記載がある

ことから，原子力緊急事態発生から 15 分の通報遅れを見込む。  
避難遅れ時間は，警告を認識する時間，職場を離れる時間，家までの移

動時間，家を離れるまでの準備時間等を考慮して，3km 圏内の住民につい

ては，平成 12～14 年度に国内で実施された原子力防災訓練のシナリオを

参考にして，警告時間から避難開始までを 2 時間 30 分とする。また，3km
圏外の住民については，3km 圏内の住民が一次集合場所への避難が終了す

る時間までを避難遅れ時間とする。  
一次集合場所は，原子炉施設中心から 2～3km の距離に設定するが，解

析結果の分析を容易にするため，建屋の遮へい効果は考慮しない。  
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表 4.1 解析ケース  

 

 ※ψ-e 及び ψ-l は，4.3.1 章の検討のみに用いる。  

記号 プラント損傷状態 格納容器破損モード

TQUV-α 高圧・低圧注水失敗（TQUV） ○ ○ ○ ○

TQUX-α 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ ○ ○

TB-α 電源喪失（長期）（TB） ○ ○ ○ ○

TBU-α 電源喪失（短期）（TBU） ○ ○ ○ ○

AE-α 大破断LOCA時注水失敗（AE） ○ ○ ○ ○

TQUX-μ 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ ○ ○

TB-μ 電源喪失（長期）（TB） ○ ○ ○ ○

TBU-μ 電源喪失（短期）（TBU） ○ ○ ○ ○

TQUX-σ 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ ○ ○

TB-σ 電源喪失（長期）（TB） ○ ○ ○ ○

TBU-σ 電源喪失（短期）（TBU） ○ ○ ○ ○

TQUV-φ 高圧・低圧注水失敗（TQUV） ○ ○ － －

TQUX-φ 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ － －

TB-φ 電源喪失（長期）（TB） ○ ○ － －

TBU-φ 電源喪失（短期）（TBU） ○ ○ － －

AE-φ 大破断LOCA時注水失敗（AE） ○ ○ － －

TQUV-δ 高圧・低圧注水失敗（TQUV） ○ ○ ○ ○

TQUX-δ 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ ○ ○

TB-δ 電源喪失（長期）（TB） ○ ○ ○ ○

TBU-δ 電源喪失（短期）（TBU） ○ ○ ○ ○

AE-δ 大破断LOCA時注水失敗（AE） ○ ○ ○ ○

TW-θ 崩壊熱除去失敗（TW） 晩期格納容器先行破損（θ-TW） ○ ○ ○ ○

TC-θ 原子炉未臨界確保失敗（TC） 早期格納容器先行破損（θ-TC） ○ ○ ○ ○

格納容器バイパス V-ν インターフェイスシステムLOCA（V） 格納容器バイパス（ν） ○ ○ ○ ○

TQUV-υ-e 高圧・低圧注水失敗（TQUV） ○ ○ ○ ○

TQUX-υ-e 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ ○ ○

AE-υ-e 大破断LOCA時注水失敗（AE） ○ ○ ○ ○

TQUV-υ-l 高圧・低圧注水失敗（TQUV） ○ ○ ○ ○

TQUX-υ-l 高圧注水・減圧失敗（TQUX） ○ ○ ○ ○

TB-υ-l 電源喪失（長期）（TB） ○ ○ ○ ○

TBU-υ-l 電源喪失（短期）（TBU） ○ ○ ○ ○

AE-υ-l 大破断LOCA時注水失敗（AE） ○ － － ○

TQUV-ψ-e 高圧・低圧注水失敗（TQUV） － － ○ －

TQUX-ψ-e 高圧注水・減圧失敗（TQUX） － － ○ －

TC-ψ-e 原子炉未臨界確保失敗（TC） － － ○ －

TQUV-ψ-l 高圧・低圧注水失敗（TQUV） － － ○ －

TQUX-ψ-l 高圧注水・減圧失敗（TQUX） － － ○ －

TB-ψ-l 電源喪失（長期）（TB） － － ○ －

TBU-ψ-l 電源喪失（短期）（TBU） － － ○ －

AE-ψ-l 大破断LOCA時注水失敗（AE） － － ○ －

放出カテゴリ
BWR-3 BWR-4 BWR-5 ABWR

事故終息

原子炉冷却系内で事故終息（ψ-e）

格納容器系内で事故終息（ψ-l）

ドライウェルシェルメルトスルー（φ）

格納容器
過圧破損

水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ）
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納
容
器
破
損

エナジェテック
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In-Vesselでの水蒸気爆発（α）

原子炉圧力容器破損時の高圧溶融物
放出（μ）

格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）
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図 4.1(a) 環境への放出割合（BWR-3）  

 
図 4.1(b) 環境への放出割合（BWR-4）  
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図 4.1(c) 環境への放出割合（BWR-5）  

 

 
図 4.1(d) 環境への放出割合（ABWR）  
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図 4.2(a) 放出開始時期（BWR-3）  

 
図 4.2(b) 放出開始時期（BWR-4）  
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図 4.2(c) 放出開始時期（BWR-5）  

 

図 4.2(d) 放出開始時期（ABWR）  
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図 4.3 格納容器破損モード別の発生頻度  
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図 4.4 想定した避難モデル  

 
 
4.2 解析結果  
 
4.2.1 リスクドミナントな事故シーケンス  
本研究では，国内の代表的な実機の BWR 原子炉施設を対象に，内部事

象のレベル 2PRA の結果 (3.17～ 3.22)(4.1～ 4.3)から得られたソースタームを用い

て，原子炉施設周辺の影響評価を行う (4.4)。  
放出カテゴリの平均個人リスク（急性死亡，晩発性がん死亡）は， 3.1.4
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章の（3.10）式及び（4.1）式から得られる放出カテゴリの平均個人リスク

を，急性死亡，晩発性がん死亡ごとに求める。  

fGRISK ii  -------------------------------------------------------------  (4.1) 

 RISK i：放出カテゴリの平均個人リスク（ /炉年）  
   （ i=1；急性障害， i=2；晩発性障害）  

G i：  健康影響 i の発生確率（ -）  
 f：  放出カテゴリの発生頻度（ /炉年）  

 
ただし，（4.1）式では，簡便のため，放出カテゴリを識別する添え字を

省略している。そこで，まず，（4.1）式を，表 4.1 に示した原子炉施設別

の放出カテゴリごとに適用して，放出カテゴリごとの平均個人リスク

RISK i を求める。次に，放出カテゴリごとの RISK i を合計して原子炉施設の

急性死亡及びがん死亡の平均個人リスクを求める。  
なお，がん死亡については，長期の被ばくを仮定した晩発性のがん死亡

ではなく，事故後７日間の早期被ばく量から計算する。  
また，リスクドミナントな事故シーケンスは，原子炉施設の急性死亡及

び晩発性がん死亡のそれぞれの平均個人リスク（合計値）に対する，放出

カテゴリ別の RISK i の寄与割合で表すことにする。  
 

(1)  BWR-3 原子炉施設のリスクドミナントな事故シーケンス  
a）急性死亡の平均個人リスク  

図 4.5(a)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（急

性死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，

インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が約 60％
と最も高く，次いで，電源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによ

る過圧（TB-δ）が約 15％，原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行

破損（TC-θ）が約 9％，崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）
が約 8％，LOCA 時注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（AE-δ）
が約 6％である。平均個人リスクは健康影響の発生確率と発生頻度を乗

じた値なので，図 4.1(a)に示したよう素類（ I）及びセシウム類（Cs）の

大気中への放出割合が大きい放出カテゴリの中で，図 4.3 に示したよう

に発生頻度が大きい格納容器破損モードに該当するもの（格納容器バイ

パス（ν モード），水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ モード），晩期格

納容器先行破損（θ-TW）等）がリスクへの寄与割合も大きい。  
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避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器

バイパス（V-ν）が 100％となる。これは，図 4.2(a)に示したように，避

難を想定しない場合で，リスクへの寄与割合が大きい放出カテゴリのう

ち，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が，

避難完了前に放射性物質の大気中への放出が開始されているため，避難

による低減効果が小さいことによる。  
b）晩発性がん死亡の平均個人リスク  

図 4.5(b)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（晩

発性がん死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない

場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）
が約 37％と最も高く，次いで，電源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性

ガスによる過圧（TB-δ）が約 29％，崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先

行破損（TW-θ）が約 19％，LOCA 時注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガス

による過圧（AE-δ）が約 7％，原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器

先行破損（TC-θ）が約 5％である。これは，急性死亡と同様，発生頻度

が大きく，かつ，大気中への放出割合も大きな放出カテゴリがリスクへ

の寄与割合も大きいことによる。  
避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器

バイパス（V-ν）がほぼ 100％となる。これは，急性死亡と同様，インタ

ーフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が，避難完了

前に放射性物質の大気中への放出が開始されているため，避難による低

減効果が小さいことによる。  

 
図 4.5(a) 平均個人リスク（急性死亡）内訳（BWR-3）  
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図 4.5(b) 平均個人リスク（がん死亡）内訳（BWR-3）  

 
(2) BWR-4 原子炉施設のリスクドミナントな事故シーケンス  
a) 急性死亡の平均個人リスク  

図 4.6(a)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（急性

死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，LOCA
時注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（AE-δ）が約 80％と最も

高く，次いで，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）
及び崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）が各々約 6％，電

源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TB-δ）が約 5％で

ある。図 4.1(b)に示したよう素類（ I）及びセシウム類（Cs）の大気中への

放出割合が大きい放出カテゴリの中で，図 4.3 に示したように発生頻度が

大きい格納容器破損モードに該当するもの（水蒸気・非凝縮性ガスによる

過圧（δ モード），晩期格納容器先行破損（θ-TW）等）がリスクへの寄与

割合も大きい。  
避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バ

イパス（V-ν）が約 90％で，残りは，原子炉未臨界確保失敗時の早期格納

容器先行破損（TC-θ）となる。これは，図 4.2(b)に示したように，避難を

想定しない場合で，リスクへの寄与割合が大きい放出カテゴリのうち，イ

ンターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が，避難完

了前に放射性物質の大気中への放出が開始されているため，避難による低

減効果が小さいことによる。また，避難を想定しない場合で，約 2％であ

った原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）も，インタ
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ーフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイバス（V-ν）と同様，避難完

了前にソースタームが放出開始されている放出カテゴリであるため，避難

を想定した場合においても，リスクが生じる。  
b) 晩発性がん死亡の平均個人リスク  

図 4.6(b)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（晩発

性がん死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，

LOCA 時注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（AE-δ）が約 53％
を占め，次いで，崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）が約

20％，電源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TB-δ）が

約 15％である。また，急性死亡ではリスクへの寄与割合が小さい LOCA
時注水失敗時のドライウェルシェルメルトスルー（AE-φ）が約 3％となり，

原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）（約 2％）よりも

大きい。これは，晩発性がん死亡の平均個人リスクが，急性死亡の残余リ

スクとしての性質を有するため，急性死亡の平均個人リスクが低ければ，

晩発性がん死亡のリスク値は高くなることによる。  
図 4.1(b)に示したとおり，原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行

破損（TC-θ）と LOCA 時注水失敗時のドライウェルシェルメルトスルー

（AE-φ）のソースタームの放出割合を比較すると，希ガス類（Xe），セシ

ウム類（Cs），テルル類（Te）及びよう素類（ I）の各核種グループはほぼ

同じであるが，残りの核種グループの放出割合については，LOCA 時注水

失敗時のドライウェルシェルメルトスルー（AE-φ）は 3 桁以上小さい。こ

のため，急性死亡の場合には，放出割合の大きな原子炉未臨界確保失敗時

の早期格納容器先行破損（TC-θ）がリスクへの寄与割合が大きいが，晩発

性がん死亡の場合には，急性死亡の残余リスクであることから，LOCA 時

注水失敗時のドライウェルシェルメルトスルー（AE-φ）が大きくなる。  
避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バ

イパス（V-ν）が約 74％と高く，次いで，LOCA 時注水失敗時のドライウ

ェルシェルメルトスルー（AE-φ）が約 26％となる。これは，急性死亡と

同様，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）及

び LOCA 時注水失敗時のドライウェルシェルメルトスルー（AE-φ）が，避

難完了前に放射性物質の大気中への放出が開始されているため，避難によ

る低減効果が小さいことによる。  
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図 4.6(a) 平均個人リスク（急性死亡）内訳（BWR-4）  

 

図 4.6(b) 平均個人リスク（がん死亡）内訳（BWR-4）  
 
(3)  BWR-5 原子炉施設のリスクドミナントな事故シーケンス  
a) 急性死亡の平均個人リスク  

図 4.7(a)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（急性

死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，崩壊

熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）が約 88％を占める。次い

で，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が約 7％，

LOCA 注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（AE-δ）が約 4％で
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ある。図 4.1(c)に示したよう素類（ I）及びセシウム類（Cs）の大気中への

放出割合が大きい放出カテゴリの中で，図 4.3 に示したように発生頻度が

大きい格納容器破損モードに該当するもの（晩期格納容器先行破損（θ-TW）

等）がリスクへの寄与割合も大きい。  
避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バ

イパス（V-ν）が約 93％となり，残りが原子炉未臨界確保失敗時の早期格

納容器先行破損（TC-θ）（約 7％）となる。これは，図 4.2(c)に示したよう

に，避難を想定しない場合で，リスクへの寄与割合が大きい放出カテゴリ

のうち，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）
及び原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）が，避難完

了前に放射性物質の大気中への放出が開始されているため，避難による低

減効果が小さいことによる。  
 
b) 晩発性がん死亡の平均個人リスク  

図 4.7(b)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（晩発

性がん死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，

崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）が約 95％を占め，避

難を想定すると，崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）の避

難による低減効果が大きいためリスクへの寄与割合が小さくなり，インタ

ーフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が約 94％と高い。

これは，急性死亡と同様，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器

バイパス（V-ν）が，避難完了前に放射性物質の大気中への放出が開始さ

れているため，避難による低減効果が小さいことによる。  
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図 4.7(a) 平均個人リスク（急性死亡）内訳（BWR-5）  

 

図 4.7(b) 平均個人リスク（急性死亡）内訳（BWR-5）  
 
(4)  ABWR 原子炉施設のリスクドミナントな事故シーケンス  
a) 急性死亡の平均個人リスク  

図 4.8(a)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（急性

死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，イン

ターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）（約 42％）及

び電源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TB-δ）（約 33％）
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で全体の 3/4 を占める。次いで，電源喪失（短期）時の水蒸気・非凝縮性

ガスによる過圧（TBU-δ）が約 18％，崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先

行破損（TW-θ）が約 8％である。図 4.1(d)に示したよう素類（ I）及びセシ

ウム類（Cs）の大気中への放出割合が大きい放出カテゴリの中で，図 4.3
に示したように発生頻度が大きい格納容器破損モードに該当するもの（格

納容器バイパス（ν モード），水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ モード），

晩期格納容器先行破損（θ-TW）等）がリスクへの寄与割合も大きい。  
避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バ

イパス（V-ν）が 100％となる。これは，図 4.2(d)に示したように，避難を

想定しない場合で，リスクへの寄与割合が大きい放出カテゴリのうち，イ

ンターフェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が，避難完

了前に放射性物質の大気中への放出が開始されているため，避難による低

減効果が小さいことによる。  
 

b) 晩発性がん死亡の平均個人リスク  
図 4.8(b)に，サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（晩発

性がん死亡）への放出カテゴリの寄与割合を示す。避難を想定しない場合，

電源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TB-δ）が約 32％，

崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）が約 31％，インター

フェイスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が約 22％，電源喪

失（短期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TBU-δ）が約 15％であ

る。避難を想定した場合，インターフェイスシステム LOCA 時の格納容器

バイパス（V-ν）が 100％となる。これは，急性死亡と同様，インターフェ

イスシステム LOCA 時の格納容器バイパス（V-ν）が，避難完了前に放射

性物質の大気中への放出が開始されているため，避難による低減効果が小

さいことによる。  
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図 4.8(a) 平均個人リスク（急性死亡）内訳（ABWR）  

 
図 4.8(b) 平均個人リスク（がん死亡）内訳（ABWR）  

  
表 4.2(a)に，避難を考慮しない場合の原子炉施設別リスクドミナントな

事故シーケンスをまとめる。いずれの原子炉施設でも，表 4.3 及び表 4.4
に示すように，よう素類及び Cs 類の大気中への放出割合が多く，かつ，

事故シーケンスの発生頻度が高い事故シーケンスがリスクへの寄与割合

が多いことが分かる。  
 また，避難を考慮した場合では，表 4.2(b)に示すように，いずれの原子

炉施設においても，格納容器バイパス（V-ν）がリスクドミナントな事故
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シーケンスとなる。これは，表 4.5 に示すように，放射性物質の大気中へ

の放出開始時期が早いため，避難による低減効果が見込めないことによる。 
 
表 4.2(a)  原子炉施設別リスクドミナントな事故シーケンス（避難無し）  

 BWR-3 BWR-4 BWR-5 ABWR 

AE-φ －－ －▲   

TB-δ ■■ ▲■ －－ ■■ 

TBU-δ ▲▲ ▲▲ －－ ■■ 

AE-δ ▲▲ ●● ▲▲ －－ 

TW-θ ▲■ ▲■ ●● ▲■ 

TC-θ ▲▲ ▲▲ －－ －－ 

V-ν ●■ ▲▲ ▲▲ ■■ 

 
表 4.2(b)  原子炉施設別リスクドミナントな事故シーケンス（避難有り）  

 BWR-3 BWR-4 BWR-5 ABWR 

AE-φ －－ －■   

TB-δ －－ －－ －－ －－ 

TBU-δ －－ －－ －－ －－ 

AE-δ －－ －－ －－ －－ 

TW-θ －－ －－ －－ －－ 

TC-θ －－ ▲－ －－ －－ 

V-ν ●● ●● ●● ●● 

（左）急性死亡，（右）がん死亡  

※寄与割合 ●：50%以上，■：10～50%，▲：1～10%，－：1%未満  
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表 4.3  原子炉施設別環境への放出割合  
 Xe 類  

全原子炉施設  
よう素類，Cs 類  

BWR-3 BWR-4 BWR-5 ABWR 
AE-φ ほぼ全量  10-1  10-1   
TB-δ ほぼ全量  10-1  10-2 10-1  10-1 
TBU-δ ほぼ全量  10-1  10-1 10-2  10-1 
AE-δ ほぼ全量  10-1  10-1 10-1  10-3 
TW-θ ほぼ全量  10-2  10-2 10-1  10-2 
TC-θ ほぼ全量  10-1  10-1 10-1  10-1 
V-ν ほぼ全量  10-1  10-1 10-1  10-1 

      ※赤字は，急性死亡リスクへの寄与割合が大きい事故シーケンス  
 

表 4.4  原子炉施設別事故シーケンスの発生頻度  
 BWR-3 BWR-4 BWR-5 ABWR 

AE-φ － ▲   

TB-δ ■ ▲ － ■ 

TBU-δ ▲ ▲ － ▲ 

AE-δ ▲ ■ ▲ － 

TW-θ ■ ▲ ● ■ 

TC-θ ▲ － － － 

V-ν ■ ▲ ▲ ■ 

※寄与割合 ●：50%以上，■：10～50%，▲：1～10%，－：1%未満  
 赤字は，急性死亡リスクへの寄与割合が大きい事故シーケンス  

 
表 4.5  原子炉施設別放出開始時期  

 BWR-3 BWR-4 BWR-5 ABWR 
AE-φ 早い  早い    
TB-δ 遅い  遅い  中程度  遅い  
TBU-δ 遅い  遅い  中程度  遅い  
AE-δ 遅い  遅い  中程度  遅い  
TW-θ 遅い  遅い  遅い  遅い  
TC-θ 早い  早い  早い  早い  
V-ν 早い  早い  早い  早い  

※原災法 15 条事象発生後の経過時間  
早い：5 時間以下，中程度：5～20 時間，遅い：20 時間超過  
赤字は，急性死亡リスクへの寄与割合が大きい事故シーケンス  
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4.2.2 平均個人リスク  
原子力安全委員会で安全目標に対する検討が進められ，「安全目標に関

する調査審議状況の中間とりまとめ」（以下「中間とりまとめ」という。）
(4.5)が報告された。この中間とりまとめでは，安全目標の定量的目標案と

して，「原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによる，施設の敷地境

界付近の公衆の平均急性死亡リスクは，年あたり百万分の 1 程度を超えな

いように抑制されるべきである。また，原子力施設の事故に起因する放射

線被ばくによって生じ得るがんによる，施設からある範囲の距離にある公

衆の個人の平均死亡リスクは，年あたり百万分の 1 程度を超えないように

抑制されるべきである。」とある。  
 解析結果から得られた平均個人リスクが，「年あたり百万分の 1 程度」（安

全目標の定量的目標案）を満足するかどうかを確認する。距離については，

本研究では，急性死亡の場合，「敷地境界付近」をサイト中心から 0.8～2km
平均，晩発性がん死亡の場合，「施設からある範囲の距離」をサイト中心

から 0.8～5km 平均と仮定する。  
 図 4.9 に，各原子炉施設の平均個人リスクの解析結果と安全目標の定量

的目標案との比較を示す。急性死亡，晩発性がん死亡ともに，避難を想定

しない場合の平均個人リスクの解析結果は，10-10～10-9/炉年となる。避難

を想定すると，約 1～2 桁小さい。  
 安全目標の定量的目標案と比較すると，図 4.9 に示すように，内的事象

のレベル 3PRA から得られた平均個人リスクでは，どの原子炉施設も 3 桁

以上の余裕がある。  
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図 4.9 安全目標の定量的目標案との比較  
 

4.2.3 平均個人リスクの距離依存性  
中間とりまとめ (4.5)では，公衆個人の範囲については，急性死亡では「施

設の敷地境界付近」，晩発性がん死亡では「施設からある範囲の距離」と

定性的な表現となっている。  
そこで，国内 BWR 原子炉施設の内的事象を対象に行ったレベル 3PRA

結果 (3.17～ 3.22)(4.1～ 4.3)から，評価対象とする距離範囲の変化が平均個人リス

ク（急性死亡及び晩発性がん死亡）に及ぼす影響を検討する (4.6)。  
サイト中心から 0.8km 地点を敷地境界と仮定し，これを基準にして，

1.2km から 50km まで評価対象とした距離範囲を変化させた場合の平均個

人リスク（急性死亡及び晩発性がん死亡）を算出し，平均個人リスクを評

価する距離範囲を検討する。図 4.10 に，検討結果を示す。  
なお，晩発性がん死亡は，長期の被ばくを仮定した晩発性のがん死亡で

はなく，事故後７日間の早期被ばく量から計算したものである。  
避難を想定しない場合，サイト近傍を除き，サイトから遠くなればリス

クは減少するので，距離範囲を広げれば平均個人リスクも小さくなる。し

かし，その度合いは原子炉施設及びサイトによって異なっている。BWR-3 
Mark-Ⅰ原子炉施設及び BWR-4 Mark-Ⅰ原子炉施設では，0.8～1.2km で算

出した平均個人リスク（急性死亡）は 0.8～50km に広げると約 1.5 桁小さ
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くなるが，ABWR RCCV 原子炉施設だと約 1 桁，BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施

設で約 2 桁小さくなる。  
これらの相違は，BWR 原子炉施設の炉型によって解析対象となる放出

カテゴリが異なること，各放出カテゴリの発生頻度の寄与割合が異なるこ

と，サイト周辺の人口分布が異なること，サイトによって気象条件が異な

ることが挙げられる。  
特にリスクドミナントな放出カテゴリの平均個人リスクの距離変化に

強く依存している。平均個人リスク（急性死亡）に対するリスクドミナン

トな放出カテゴリは，BWR-3 Mark-Ⅰ原子炉施設で格納容器バイパス（V-ν），
BWR-4 Mark-Ⅰ原子炉施設で LOCA 時注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガス

による過圧（AE-δ），BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設で崩壊熱除去失敗時の晩

期格納容器先行破損（TW-θ），ABWR RCCV 原子炉施設で格納容器バイパ

ス（V-ν）及び電源喪失（長期）時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TB-δ）
であり，これらの結果は，平均個人リスクの距離変化と類似している。  

また，平均個人リスク（晩発性がん死亡）では，評価対象とした距離範

囲を広げると，平均個人リスクが小さくなるが，急性死亡に比べ，その下

がり方は緩やかである。  
本研究では，平均個人リスク（急性死亡）を評価する際の「施設の敷地

境界付近」を，サイト中心から 0.8～2km 程度と仮定する。さらに，平均

個人リスク（晩発性がん死亡）を評価する際の「施設からある範囲の距離」

を検討するため，各原子炉施設について，0.8～2km 範囲での平均個人リス

ク（急性死亡）とほぼ同等の値となる距離範囲に着目する。  
その結果，BWR-3 Mark-Ⅰ原子炉施設については 0.8～5km 範囲，BWR-4 

Mark-Ⅰ原子炉施設については 0.8～2km 範囲，BWR-5 Mark-Ⅱ原子炉施設

については 0.8～7km，ABWR RCCV 原子炉施設については 0.8～3km 範囲

となる。  
これらの解析結果から，安全目標案の急性死亡の「施設の敷地境界付近」

の設定は適切であり，晩発性がん死亡の「施設からある範囲の距離」は 5km
程度であることを示した。  
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図 4.10 距離変化による平均個人リスク  

 
 
4.3 リスクプロファイルの検討  
 
4.3.1 アクシデントマネジメント策とリスクとの関係性  
(1)  AM 策による低減効果  

国内の代表的な BWR-5 Mark-II 原子炉施設でのレベル 2PRA(3.17～ 3.22)の結

果を用いたレベル 3PRA(4.7)から，アクシデントマネジメント策（以下「AM
策」という。）による線量リスクの低減効果について検討する。本研究で

は，線量（全身線量及び甲状腺線量）に発生頻度を乗じた値を線量リスク

として重篤度の目安に用いる。  
格納容器破損モード別に，図 4.11 に全身線量リスクについて，図 4.12

に甲状腺線量リスクについてそれぞれ示す。  
これらの図は，AM 策を考慮しない場合の線量リスクの合計値を 1 とし

て規格化したものである。AM 策により，全身線量リスクでは全体で約 25%，

甲状腺線量リスクでは全体で約 24%低減する。ただし，レベル 1PRA に係

る炉心損傷防止の AM 策による低減効果は考慮していない。  
抽出したドミナントシーケンスについて AM 策による低減効果に着目す

102

101

100

10-1

10-2

10-3

平
均
個
人
リ
ス
ク
（－
）

（
各
プ
ラ
ン
ト
の

0.
8～

2k
m
で
の
急
性
死
亡
リ
ス
ク
を

1と
し
て
規
格
化
）

距離範囲（km）

基準点

BWR（内部事象）

平均急性死亡リスク
原子炉施設の敷地境界付近 →0.8～2km程度
平均がん死亡リスク
敷地境界からある距離の範囲→0.8～5km程度

BWR-3（急性死亡）
BWR-3（がん死亡）
BWR-4（急性死亡）
BWR-4（がん死亡）
BWR-5（急性死亡）
BWR-5（がん死亡）
ABWR（急性死亡）
ABWR（がん死亡）



4-26 
 

ると，全身線量リスク及び甲状腺線量リスクともに，原子炉未臨界確保失

敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）では，スクラム失敗過渡事象（ATWS）
発生後の高圧炉心スプレイ系の流量調整により，AM 策を考慮しない場合

に比べ，線量リスクは約 51%低減する。崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器

先行破損（TW-θ）及び格納容器バイパス（ν）では，有効な AM 策が無い

ため低減効果が期待できない。放出カテゴリの中で，最も AM 策による線

量リスクの低減効果が大きいものは，全身線量リスク及び甲状腺線量リス

クともに，水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ）で，電源復旧，代替注水

及び耐圧強化ベントにより，AM 策を考慮しない場合に比べ，線量リスク

が 90%近く低減する。  
 

 

図 4.11 AM 策による線量リスク低減効果（BWR-5，全身線量リスク）  
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図 4.12 AM 策による線量リスク低減効果（BWR-5，甲状腺線量リスク）  
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場合では全身線量リスクは約 1/2 程度になるが，他のシーケンスに比べる

と高い。また，放射性物質の大気中への放出開始時期も早いため，AM 策

等による低減が有効な領域にある。格納容器バイパス（ν）は，有効な AM
策が無いため，AM 策の有無にかかわらず，全身線量リスクは高く，また，

放射性物質の大気中への放出開始時期も早いので，AM 策等による低減が

有効な領域にある。晩期格納容器先行破損（θ-TW）は，格納容器バイパス

（ν）同様，有効な AM 策が無いため，AM 策の有無にかかわらず，全身線

量リスクは高いが，放射性物質の大気中への放出開始時期が事故から 1 日

を超えるため，防災対応による低減が有効な領域にある。  
 放射性物質の放出開始時期と甲状腺線量リスクとの関係についても，全

身線量リスク同様に処理し，3 分割する。図 4.14(a)に AM 策を考慮しない

場合を，図 4.14(b)に AM 策を考慮する場合をそれぞれ示す。これらの図か

ら，放射性物質の放出開始時期と甲状腺線量リスクとの関係についても，

全身線量リスクと同様の傾向が認められる。  
 これらの解析結果から，AM 策の有効性を定量化し，原子炉施設のリス

クを現実的かつ総合的に評価することが確認された (4.8)。  
 

 
図 4.13(a) 放射性物質の放出開始時期と全身線量リスクとの関係  

（BWR-5，AM 無し）  
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図 4.13(b) 放射性物質の放出開始時期と全身線量リスクとの関係  
（BWR-5，AM 有り）  

 
図 4.14(a) 放射性物質の放出開始時期と甲状腺線量リスクとの関係
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図 4.14(b) 放射性物質の放出開始時期と甲状腺線量リスクとの関係  
（BWR-5，AM 有り）  
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 図 4.15 CsI 放出割合の超過発生頻度  
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BWR-5 同様，他の原子炉施設についても，図 4.17(a)～ (c)に，健康影響

の発生確率（急性障害，晩発性障害）と発生頻度との関係を，避難を想定

しない場合と想定する場合別にそれぞれ示す。ただし，事故終息する ψ モ

ードについて解析を行っていないため，当該モードを除いた図である。  
BWR-3 原子炉施設では，避難を想定しない場合，発生頻度も高く，健康

影響の発生確率も高い事故シーケンスは，格納容器バイパス（ν），水蒸気・

非凝縮性ガスによる過圧（δ），崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損

（TW-θ）及び原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）で

ある。避難を想定しても，健康影響の発生確率も発生頻度も高い事故シー

ケンスは，格納容器バイパス（ν）である。  
BWR-4 原子炉施設では，避難を想定しない場合，発生頻度も高く，健康

影響の発生確率も高い事故シーケンスは，水蒸気・非凝縮性ガスによる過

圧（δ），崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ），格納容器バ

イパス（ν）及び原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）
である。避難を想定しても，健康影響の発生確率も発生頻度も高い事故シ

ーケンスは，格納容器バイパス（ν）及び原子炉未臨界確保失敗時の早期格

納容器先行破損（TC-θ）である。  
ABWR 原子炉施設では，避難を想定しない場合，発生頻度も高く，健康

影響の発生確率も高い事故シーケンスは，格納容器バイパス（ν），水蒸気・

非凝縮性ガスによる過圧（δ）及び崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行

破損（TW-θ）である。避難を想定しても，健康影響の発生確率も発生頻度

も高い事故シーケンスは，格納容器バイパス（ν）である。  
原子炉施設によってドミナントシーケンスに若干の相違はあるが，避難

を想定しない場合でも，BWR-5 原子炉施設と似たような傾向を示す。4 つ

の原子炉施設とも，避難を想定すると，放射性物質の放出開始時期が早い

事故シーケンス（格納容器バイパス（ν）及び原子炉未臨界確保失敗時の早

期格納容器先行破損（TC-θ））の健康影響の発生確率が高くなっている。  



4-33 
 

 

 

図 4.16 健康影響の発生確率と発生頻度との関係（BWR-5）  
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図 4.17(a) 健康影響の発生確率と発生頻度との関係（BWR-3）  
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図 4.17(b) 健康影響の発生確率と発生頻度との関係（BWR-4）  
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図 4.17(c) 健康影響の発生確率と発生頻度との関係（ABWR）  
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5. 複数基立地における原子炉施設周辺の環境影響評価  
 
東京電力株式会社福島第一原子力発電所において，2011 年 3 月 11 日の

東日本大震災の際に，1 号機から 3 号機までが炉心損傷するという，深刻

な重大事故に至った (1.2)(2.20)。事故後， IAEA 及び経済協力開発機構原子力

機関原子力施設安全委員会（OECD/NEA/CSNI）において，複数基立地の

原子炉施設のリスク評価が注目されている (5.1)(1.14)。ただし，これらのリス

ク評価の検討の多くは，炉心損傷頻度等の発生頻度に着目したものである。 
複数基立地の同時発災においては，複数の原子炉から放射性物質が大気

中に放出されることから，発生頻度のみならず環境影響評価もリスク評価

上重要である。このような複数の放出源を想定した環境影響評価は，米国

の Vogtle 原子炉施設のレベル 3PRA の例 (1.15) があるものの，複数の放出源

による影響の支配要因を具体的に検討した研究の報告は見当たらない。  
レベル 3PRA 解析コードは，米国 NRC が開発を進めている MACCS2 コ

ード (3.4) が国内外で広く利用されており，また，国内においては国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構によって OSCAAR コード (5 .2)が開発され

ている。しかし，これらのコードは単一の放出源を想定したものであり，

複数基立地の原子炉施設に適用する場合，複数の放出源を対象とした新た

な解析手法が必要である。  
本研究では，複数の放出源からの放射性雲の重ね合わせによる急性障害

の発生確率の特徴を明らかにし，それらを支配する要因を検討する（ 5.3）。

そして，MACCS2 コードに適用できる複数の放射性雲の重ね合わせの解析

手法を構築し，典型的な炉心損傷事故を対象にして，複数の放出源による

急性障害及び晩発性障害の発生確率への影響を定量的に分析する。  
 
 
5.1 評価手法の検討  
 
5.1.1 複数の放出源による急性障害の発生確率の特徴  

複数基の原子炉施設の環境影響リスクを解析する際に，それぞれの原子

炉の環境影響リスクの結果を合算する方法が考えられるが，その結果が複

数基の環境影響リスクを包絡する保証はない。  
例えば，急性障害の発生にはしきい値があることから，急性障害の発生

確率は，複数の放射性雲の重ね合わせに対して線形関係にならない。そこ

で，複数基の原子炉から放射性物質が放出される際，放射性雲の重ね合わ
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せによる急性障害の発生確率の特徴を把握するために，単基ごとに急性障

害の発生確率を計算して合算する場合（独立和）と，複数基の重ね合わせ

で急性障害の発生確率を計算する場合（条件付重ね合わせ）とを比較する。 
 
(1)  計算条件  

図 5.1 に示すとおり，敷地内に 110 万 kWe 級の原子炉が，4 基 )4,1(iPi 設

置されているとする。 ),( iii LP の座標は，表 5.1 に示すとおりである。評価

点 ),(RE は半径 mR 500 の円周上に設置し，人口分布は，この円周上で一

様に分布すると想定する。風下方向の放射性物質の濃度は，(5.1)式のガウ

スプルームモデルで計算する。また，評価点の線量率は，濃度分布から空

間積分によって計算するのではなく，簡便のため評価点の濃度から線量換

算係数 (5.4)を適用して求める。本研究で用いた骨髄の線量換算係数を表 5.2
にまとめて示す。さらに，放射性雲による急性障害の発生確率は， (3.9)式
及び (3.10)式によって計算し，同式に用いる急性障害確率は，(3.11)式及び

(3.12)式を用いて計算する。  
このケースでは，風下風向は 315 度 (=7π/4)，大気安定度 D 及び風速 4.0 m/s

とする。また，計算結果の分析を容易にするために，4 基の原子炉のソー

スタームは，炉心内蔵量に対していずれも，希ガス類が 1.0，よう素類が

0.01，テルル類が 0.001 とし，放出開始時期は原子炉停止後 12 時間，放出

継続時間は 1 時間とする。  
 

表5.1 プラントの位置座標  

配置  座標  位置座標  (m,deg) 
プラント 1(P1) (L1, φ1) (100, 60) 

プラント 2(P2) (L2, φ2) (200, 120) 

プラント 3(P3) (L3, φ3) (300, 240) 

プラント 4(P4) (L4, φ4) (400, 300) 

評価点  (R, θ) (500, θ) 3600  
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表5.2 線量換算係数（赤色骨髄）  

核種  線量換算係数  
(Sv per Bq s m -3) 核種  線量換算係数  

(Sv per Bq s m -3) 

Kr-83m*1  3.83E-19 I-131*2  1.68E-14 

Kr-85m*1  6.43E-15 I-132*2  1.07E-13 

Kr-85*1  1.09E-16 I-133*2  2.77E-14 

Kr-87*1  4.00E-14 I-134*2  1.25E-13 

Kr-88*1  1.00E-13 I-135*2  7.76E-14 

Xe-131m*1  2.27E-16 Br-83*2  3.54E-16 

Xe-133m*1  1.10E-15 Te-132*3  8.95E-15 

Xe-133*1  1.07E-15 Te-134*3  3.94E-14 

Xe-135m*1  1.91E-14   

Xe-135*1  1.07E-14   

Xe-138*1  5.60E-14   

 
*1; 希ガス類 , *2;よう素類 , *3;テルル類  

 

 
図 5.1 複数基の配置  
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(2)  計算結果  
単基による急性障害の発生確率をそれぞれ独立に合算した結果を図

5.2(a)に示す。  
図 5.2(a)では，原子炉 からの放射性雲によって約 270 度～285 度近傍で

急性障害の発生確率のピークが見られ，また，原子炉 4P からの放射性雲に

よって約 300 度～310 度近傍にも発生確率のピークが出現する。原子炉 1P 及

び 2P の放射性雲によって，約 310 度～340 度において急性障害のしきい値

を超える（ 2P は約 310 度～335 度， 1P は約 315 度～340 度）。この状況で

急性障害の発生確率をそれぞれ独立に合算すると，約 315 度～335 度にお

いて急性障害の発生確率を二重に加算してしまう。本来，図 3.3（左）に

示すとおり，一定の線量に達すると急性障害確率は 1 となり，それ以上被

ばくしても変わらないが，図 5.2(a)では二重に加算しているため，この領

域で急性障害の発生確率が非物理的に増大する。  
一方， 4 基の放射性雲の重ね合わせで発生確率を計算した結果を図

5.2(b)に示す。図 5.2(b)では，原子炉 1P 及び 2P からの放射性雲の重ね合わ

せを適切に計算していることから，約 315 度～335 度近傍において急性障

害の発生確率を二重に加算することはない。したがって，この領域の急性

障害の発生確率は，単基の独立和よりも小さくなる。  

 

図 5.2(a) 急性障害の発生確率（それぞれ単独で計算した場合）  
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図 5.2(b) 急性障害の発生確率（複数基の重ね合わせで計算した場合）  

 
(3)  距離による影響  

単基の放射性雲による急性障害の発生確率をそれぞれ独立に合算した

場合及び 4 基の放射性雲の重ね合わせで発生確率を計算した場合について，

急性障害の発生確率の距離変化を図 5.3 に示す。  
なお，同図の急性障害の発生確率は，ある距離における全方位の合計値

を表示している。  
4 基の放射性雲を重ね合わせた場合の急性障害の発生確率は，特に近距

離において 4 基の独立和の急性障害の発生確率よりも小さくなる。これは，

4 基の独立和の結果では，原子炉 1P 及び 2P からの放射性雲による急性障害

の発生確率を二重に加算するため，急性障害の発生確率が非物理的に大き

くなることによる。一方，遠距離においては，4 基の独立和の結果よりも

大きくなる。これは，4 基の放射性雲の重ね合わせによって，新たに急性

障害が発生する領域があることによる。  
 

240 260 280 300 320 340 360

R
el

at
iv

e 
D

os
e 

(-)

 Angle (deg)

dose profile from 
combined plumes

Threshold

0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

240 260 280 300 320 340 360

評価点の角度(deg)

急
性

障
害

の
発

生
確

率
(-)

from P3 from P4

Corrected peak due 
to effect of 
superposition of 
plumes from P1 & P2

風速 : 4.0 m/s
大気安定度 : D
距離 : 500 m

角度（deg）

しきい値

相
対

線
量

（-）



5-6 
 

 
図 5.3 急性障害の発生確率の距離変化  
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図 5.4(a) 急性障害の発生確率（それぞれ単独で計算した場合）  

 

 
図 5.4(b) 急性障害の発生確率（複数基の重ね合わせで計算した場合）  
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に対する平均的な値（1.5 m/s と仮定）とした場合を計算した。この場合，

大気安定度 D と比べて，放射性雲は広がり難く評価点においても高濃度に

なるが，急性障害の発生確率の傾向は同様である。単基の放射性雲による

急性障害の発生確率をそれぞれ独立に合算した結果を図 5.5(a)に，4 基の

放射性雲の重ね合わせで発生確率を計算した結果を図 5.5(b)にそれぞれ示

す。  
図 5.5(a)の場合，原子炉 1P 及び 2P の放射性雲によって，約 310 度～335

度において急性障害のしきい値を超える（ 2P は約 310 度～335 度， 1P は約

315 度～335 度）。この状況で急性障害の発生確率をそれぞれ独立に合算

すると，約 315 度～335 度において急性障害の発生確率を二重に加算して

しまう。このため，この領域で急性障害の発生確率が非物理的に増大する。 
 これに対して，図 5.5(b)では，原子炉 1P 及び 2P からの放射性雲の重ね合

わせを適切に計算していることから，約 310 度～335 度において急性障害

の発生確率を二重に加算することは無い。したがって，この領域の急性障

害の発生確率は，単基の独立和よりも小さくなる。  
 

 
図 5.5(a) 急性障害の発生確率（それぞれ単独で計算した場合）  
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図 5.5(b) 急性障害の発生確率（複数基の重ね合わせで計算した場合）  

 

(5) ケーススタディ（風向，風速等）  
5.1.1 (1)項の計算条件のうち，風向，風速等を変えたケーススタディの

結果を表 5.3 にまとめて示す。いずれのケースにおいても，放射性雲を重

ね合わせた急性障害の発生確率は，4 基の独立和とは異なった結果になる。 
 例えば，表 5.3 の 4 基の原子炉を原点に配置したケースにおいては，放

射性雲の重ね合わせで急性障害の発生確率を計算した結果は，4 基の独立

和の約 0.3 倍である。急性障害が二重に発生しないことを踏まえると，急

性障害の発生確率は 4 基の独立和の 1/4（=0.25）になるところであるが，

この差異は，単基ではそれぞれしきい値を若干下回る領域が，放射性雲の

重ね合わせによって新たにしきい値を超えることによる。  
 このように，急性障害の発生確率は，4 基のそれぞれの独立和にはなら

ない。また，4 基の独立和が急性障害の発生確率を包絡するとは限らず，

非物理的な結果になる場合がある。したがって，複数の放出源を有するサ

イトでは，急性障害の発生確率は，原子炉の配置，風向，風速及び大気安

定度に応じて，評価点における各号機からの放射性雲の重ね合わせを適切

に計算する必要がある。  
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表5.3 ケーススタディの結果  

 
 
5.1.2 複数放出源に関する重ね合わせ評価モデル  

前項の複数の放出源による急性障害の発生確率の特徴を踏まえ，複数放

出源の重ね合わせを適切に考慮するための評価モデルを構築する (5.5)。放

射性物質の濃度は，放出源を原点にして風下方向を x 軸とした直角座標で

は，3.1.1 章の (3.1)式のガウスプルームモデルで表すことができる。  
なお，放出源が原点にない場合の放射性物質濃度の計算方法を付録 A に

示す。  
MACCS2 コードは，プラントを中心とした極座標で施設周辺に広がる空

間を距離 lと方位 とでメッシュに分割 iil , して表現しているが，ガウ

スプルームモデルを用いて気象シーケンスのすべてについて風下方向の

中心軸上の放射性物質の濃度を計算する。放出源から放出された放射性雲

は，原点からπ /8（ rad）の拡がりをもって，16 方位のいずれかの風下方向

に向かうこととなるが，ガウスプルームモデルでは風下方向の中心軸上の

放射性物質の濃度を計算するため，風下方向か否かについては，別途，風

配図（方位別の風向発生確率）から決まることとなる。距離別の放射性物

質の濃度に対して，各気象シーケンスの方位別発生確率を乗じて，各気象

シーケンスの方位ごとの放射性物質の濃度を算出する。  
複数基（n 基）に対しては，n 回計算を繰り返す。その結果，極座標の

原点からの風下方位の中心軸上に濃度の計算結果を合算し，合算した風配

図を n 基で除した原点から見た風向発生確率を用いて計算する。このため，

複数の放出源がある場合，放出源から評価地点までの距離及び方位の違い

並びに放出開始時期の違いを考慮して，空間メッシュについて濃度及び風

向発生確率を計算する必要がある。  
 

 

解析条件 
急性障害の発生確率 (-) 

 (4 基単独で計算) 
急性障害の発生確率 

(-)  
(複数基の重ね合わせ

で計算) (B) 

B/A 
(-) 

風向 
大気 

安定度 
風速 P1 P2 P3 P4 

独立和 
(A) 

315deg D 4.0m/s 0.057 0.047 0.062 0.028 0.193 0.173 0.89 

  5.0m/s 0.049 0.027 0.057 0.027 0.160 0.160 1.00 

 F 1.5m/s 0.055 0.066 0.048 0.017 0.185 0.140 0.76 

135deg D 4.0m/s 0.057 0.050 0.068 0.015 0.190 0.186 0.98 

315deg F 1.5m/s 0.053* 0.053* 0.053* 0.053* 0.213 0.064 0.30 

 
※このケースでは，P1-4 は原点に位置する。 
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5.1.3 放射性物質の濃度計算  
プラント a を極座標の原点に配置し，プラント b は原点から離れた地点

に配置する。プラント a については，図 5.6(a)に示すように，評価点 E の

方位 が異なっていても，プラント a が極座標の原点に位置するため，同

心円上の各評価点 E までの距離 al は によらず一定である。しかし，プラ

ント b は，原点とは異なる場所に位置しているため，評価点 E の方位 及

び評価点 E までの距離 bl は異なる。このため，評価点 E の濃度は，放射性

雲ごとに距離 bl と方位 について計算する必要がある。  

ここで 3.1.1 章の (3.1)式のガウスプルームモデルにおいて，χ(x,y,z)/Q は，

放射性物質の放出率に依存しない距離の関数であることに着目すると，プ

ラント b の χ(x,y,z)/Qb の中心軸上で bl の距離に相当する値は，プラント a
の χ(x,y,z)/Qa の中心軸上の bl の値になる。このように，プラント b から見

ると，評価点 E は， illil aba )1( を満たす地点になるので，図 5.6(b)に示

すとおりメッシュ境界 χ(x,y,z)/Qa から直線内挿して評価点 E の相対濃度を

求める。ただし，(3.1)式が風速に依存すること及び拡散パラメータ σy 及び

σz が大気安定度に依存することから，これらの諸量を (5.1)式により直線内

挿して求め，改めて (3.1)式から相対濃度を計算する。プラント a,b による

評価点の濃度は，相対濃度にそれぞれ Qa, Qb を乗ずることで求める。  

 
図 5.6(a)  複数基の極座標  

プラントb

プラント a

lb

la

θ

評価点 E

ξ
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図 5.6(b) 複数基における濃度計算  
 

)1()(
)1())1()(()1(

ilil
illiViViVV

aa

ab
aaab  ------------------------------  (5.1) 

illil aba )1(  

bV   ：プラント b の評価点における物理量  

bl   ：プラント b から評価点（評価メッシュの中心点）までの距

離（m）  
)(iVa ， )1(iVa ：プラント a の空間メッシュの上下限における物理量  

)(ila ， )1(ila  ：プラント a の空間メッシュの上下限までの距離（m） 

 
なお，ガウスプルームモデルによる拡散濃度は，距離により急激に変化

する場合があるため，直線内挿する場合には，空間メッシュの設定を十分

に小さくする必要がある。  
 
5.1.4 風向発生確率の計算  
放出源から放出された放射性雲は，原点からπ /8（ rad）の拡がりをもっ

て，16 方位のいずれかの風下方位に向かうこととなる。複数の放出源から

放出された放射性雲が評価点 E に到達するような風向発生確率（確率密度

関数）は，放出源の配置を考慮して求める必要がある。このため原点を基

点として，反時計回りに区分した 16 方位の風下方向の風向発生確率を用

プラント bプラント a

距離 lb

評価点 E

距離 la(i-1)

距離 lb

距離 la(i)

濃度 Va(i)

濃度 Va(i-1)

評価点の濃度 Vb

距離lb の濃度Vbは，
直線内挿によって計算
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いる。特に 16 方位に限定する必要性はないが，多くの場合，気象データ

が 16 方位で集計されていることによる。  
ここでサイト内に n 基のプラントが異なる位置にある場合を想定する。

それぞれのプラントからの放射性雲の中心軸が評価点 E に向かう風向発生

確率 pF は， (5.2)式で計算する。  

n

i
iP f

n
F

1

1
 ----------------------------------------------------------------  (5.2) 

PF   ：n 基のプラントから評価点 E への風向発生確率（ -）  

if    ：プラント i から評価点 E への風向発生確率（ -）  

n   ：全プラント数（ -）  
 
n 基のプラントを想定する場合，n 本の中心軸を同定して n 回計算し合算

するため，風配図を n 数使用することとなる。このため，1/n とする。  
複数の放出源の配置を考える場合においても，原子炉が近接している場

合，16 方位別の風向発生確率は，いずれの放出源の位置に対しても共通と

考えることができる。ただし，プラント i から評価点 E への風向発生確率  

if については，放出源が原点にあるプラントでは，当該プラントからの風

向発生確率はそのまま用いることができるが，放出源が原点にないプラン

トでは，原点から見た風向発生確率に変更する必要がある。そこでプラン

ト i から評価点 E に至る方位角 i の風向発生確率 if は， 16 方位のうち

1jj i となる方位角 j 及び j+1 に対応する既知の風向発生確率 W(j)及
び W(j+1)を (5.3)式のとおりに内挿して求める。図 5.7 に風向発生確率 if を

求める方法を模式的に示す。  
 

21

21 1

ii

ii
i

jWjWf ---------------------------------------------------  (5.3) 

8/21 ii  
1jj i  

if    ：プラント i から評価点 E への風向発生確率（ -）  
jW  ：16 方位角 j の風向発生確率（ -）  

1jW ：16 方位角 j+1 の風向発生確率（ -）  

1i   ：16 方位角 j から i までの角度（ rad）  

2i   ： i から 16 方位角 j+1 までの角度（ rad）  
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i   ：プラント i から評価点 E への角度（ rad）  

 
この計算をサイト内の全プラントについて繰り返すことで，評価点 E の

風向発生確率を計算する。  

  
図 5.7 風向発生確率の計算方法  

 
5.1.5 健康影響の発生確率の計算  
 健康影響の発生確率（急性障害及び晩発性障害）は，急性障害確率及び

晩発性障害確率といった健康障害確率を用い，3.1.4 章の (3.9)式及び (3.10)
式によって計算する。  

急性障害確率は，3.1.4 章の (3.11)式及び (3.12)式に示した累積ハザード関

数によって計算する (3.15)。急性障害は，被ばく線量がしきい線量を超えた

場合に発生する。  
また，晩発性障害確率は，線量及び線量率の効果を考慮して，がんの部

位別に 3.1.4 章の (3.13)式の線形の線量反応関係式で計算する (3.15)。晩発性

障害は，急性障害と異なり，しきい線量がないと仮定している。  
 
 
5.2 評価手法を用いた解析  

検討した評価手法を用いて，複数の事故シーケンスが進展する場合につ

いて，放射性物質の濃度，被ばく線量及び健康影響の計算結果に及ぼす影

響を検討する。  
 
 

プラント i

方位角； j 
発生確率； W(j)

ωi1評価点E

ξi

ωi2

21

21 1

ii

ii
i

jWjWf

8/21 ii

方位角； j+1 
発生確率； W(j+1)

j , W(j)

j+1 , W(j+1)
原点

π/8
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5.2.1 計算条件  
仮想サイト内に 110 万 kWe 級の原子炉が 2 基設置されているとし，図

5.8 に示すとおり，プラント a は原点に，プラント b は，プラント a から

南に 300m 離れた位置に配置した。原子炉周辺の人口分布は，一様と仮定

する。  

 
図5.8 プラントa及びプラントbの配置  

 
事故発生後，プラント a は，全交流電源喪失時の格納容器過圧破損（以

下「TBU-δ」という。）に至る事故シーケンスが，プラント b は，崩壊熱

除去失敗時の晩期格納容器先行破損（以下「TW-θ」という。）に至る事故

シーケンスが，それぞれ進展すると仮定する。  
それぞれの事故シーケンスの放射性物質の大気中への放出割合を図 5.9

に示す。TW-θ は，格納容器が炉心損傷前に先行破損することから，炉心

損傷後の格納容器内での放射性物質の沈着効果が少なく，TBU-δ と比べて，

よう素及びセシウム類の大気中への放出割合が多い (5.6)。計算条件をまと

めて表 5.4 に示す。気象条件については，アメダス，気象官署等で観測さ

れた年間 1 時間ごとの風向，風速，降雨量及び大気安定度から LHS 手法で

サンプリング処理した最大 124 種類の気象データを用いる。評価メッシュ

については，プラント a を原点に放射状に等角度の 16 方位に分割し，原

点から 6km の距離を 200m ごとに区分した同心円メッシュとする。  
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プラントb 300m
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S

EW

NNE
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ENE

ESE

SE

SSE
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WNW
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表5.4 主な解析条件  

項目  パラメータ  単位  備考  

放出高さ  0 m TBU-δ, TW-θ  

放出開始時刻* 7.5 

43.5 

h 

h 

TBU-δ 

TW-θ  

放出継続時間  24 h TBU-δ, TW-θ  

－計算ケース－  

ケース  説明  プラント  

TBU  全交流電源喪失時に高圧系による炉心注水に失

敗。炉心損傷後，水蒸気及び非凝縮性ガスの蓄

積によって格納容器が過圧破損に至る事故シー

ケンス  

プラント a  

TW 過渡事象で，崩壊熱除去機構が喪失。水蒸気の

蓄積によって格納容器が破損し，その後，炉心

損傷に至る事故シーケンス  

プラント b  

TBU+TW 2 つの事故シーケンスによる放射性雲の重畳を

考慮した場合  
プラント a, 
プラント b  

SUM TBU-δ の放射性雲，TW-θ の放射性雲をそれぞれ

独立に計算して，その結果の単純和で計算する

場合  

プラント a, 
プラント b  

 

* 事故発生からの経過時間  

 
図5.9 放射性物質の大気中への放出割合  
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また，複数基の放出源の影響を分析するために，表 5.4 に示したとおり，

1)プラント a で TBU-δ のみの放射性雲が形成される場合（TBU ケース），

2)プラント b で TW-θ のみの放射性雲が形成される場合（TW ケース），

3)プラント a で TBU-δ の放射性雲が，プラント b で TW-θ の放射性雲がそ

れぞれ形成され，それらの放射性雲が重ね合わさる場合（TBU+TW ケース）

及び 4)比較のため 1)と 2)の結果を単純に合算する場合（SUM ケース）を

計算する。  
なお，これらのケースでは，事故シーケンスの発生頻度は考慮しない。 

 
5.2.2 計算結果  
 
(1) 方位別の地表面沈着濃度  

0.4km 地点の評価点における 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度（平

均値）の計算結果を図 5.10(a)に示す。同図には，TBU ケース，TW ケース

及び TBU+TW ケースの結果並びに風下方向の風向発生確率を併せて示す。

なお，地表面沈着濃度は，総放出量で規格化した値で表示する。また，方

位別の濃度については，プラント配置の関係，風向発生確率の分布の影響

を把握するために示す。  
 

 
図 5.10(a) 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度 (TBU+TW ケース , 0.4km) 
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TBU ケースでは，プラント a が原点にあることから，地表面沈着濃度は

風向発生確率の分布に比例する。一方，TW ケースでは，プラント b が原

点から南に 300m 離れているために，地表面沈着濃度の分布が S 方位側で

大きくなっている。TW ケースの地表面沈着濃度の分布が東に偏重してい

るのは，風向発生確率が SE 方位及び E 方位で大きいことによる。  
プラント a 及びプラント b の放射性雲の重ね合わせを考慮した TBU+TW

ケースでは，2 つの放射性雲からの沈着によって地表面沈着濃度が増加し，

大気中への放出量が多いプラント b の TW-θ の寄与によって，S 方位及び

SSE 方位に偏重した地表面沈着濃度の分布になっている。  
2.0km 地点の評価点における 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度（平

均値）の計算結果を図 5.10(b)に示す。 0.4km 地点の場合と比較して，

TBU+TW ケースの地表面沈着濃度は，S 方位で大幅に減少し，分布は SSE
方位，SE 方位及び E 方位に偏重する。また，プラント a 及びプラント b
の配置の関係による影響が小さくなり，風向発生確率の分布に類似するよ

うになる。  
 

  
図 5.10(b) 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度 (TBU+TW ケース , 2.0km) 

 
これまでの計算結果から明らかなとおり，プラント a 及びプラント b か

らの放射性雲が重ね合わさる TBU+TW ケースは，プラントの配置を考慮

し，これらの放射性雲を風向の発生確率で重みづけして線形結合した放射



5-19 
 

性雲になる。したがって，地表面沈着濃度の分布は，この線形結合した放

射性雲からの沈着によって決まる。  
 

(2) 地表面沈着濃度の距離変化  
原点からの距離に対する S 方位の Cs-137 の地表面沈着濃度の変化を図

5.11(a)に示す。同図には，TBU ケース，TW ケース及び TBU+TW ケースの

結果を併せて示す。  
TBU ケースでは，プラント a が原点にあることから，地表面濃度は距離

の増加とともに単調に減少する。TW ケースにおいては，プラント b が原

点から南に 300m 離れており，S 方位のうち評価点に近い 0.4km 近傍から

遠方になると単調に減少する。  
 

 

図 .5.11(a) Cs-137 の地表面沈着濃度の変化 (TBU+TW ケース , S 方位 ) 
 

原点からの距離に対する SSE 方位の Cs-137 の地表面沈着濃度の変化を

図 5.11(b)に示す。  
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図 .5.11(b) Cs-137の地表面沈着濃度の変化 (TBU+TWケース , SSE方位 ) 

 
TBU ケースでは，S 方位の図 5.11(a)の場合と同様に，地表面濃度は距離

の増加に伴って単調に減少する。しかしながら，SSE 方位の風向発生確率

が S 方位よりも大きいことから，地表面沈着濃度は S 方位の結果よりも大

きい。また，TW ケースでは，プラント b の配置の関係及び風向の影響か

ら，0.4km 付近に地表面沈着濃度のピークが出現する。これは，S 方位の

場合と比べて，SSE 方位とは逆の NNW へ向かう風向発生確率が若干小さ

く，かつ，プラント b が原点から南に 300m 離れているための距離減衰の

効果による。原点からの距離が 0.4km 近傍よりも遠方になると，SSE 方位

の地表面沈着濃度は，S 方位と同様に，単調に減少する。  
TBU+TW ケースの地表面沈着濃度の変化は，プラント b の TW-θ の影響

が強く，TW ケースの傾向と概ね一致する。  
 
(3) 急性障害及び晩発性障害の発生確率  

TBU ケース及び TW ケースについて，急性障害及び晩発性障害の発生確

率（平均値）の計算結果を図 5.12(a)に示す。  
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図 5.12(a) 急性障害及び晩発性障害の発生確率  (TBU ケース , TW ケース ) 

 
なお，同図の急性障害及び晩発性障害の発生確率は，ある距離において

全方位のうち最大値を表示している。  
TBU ケース，TW ケースともに，急性障害の発生確率は，距離の増加に

伴って急速に減少する。1km までの急性障害の発生確率は，大気中への放

出量が大きい TW ケースの方が大きい。また，近距離では急性障害の発生

確率が高く，晩発性障害の発生確率では逆に低くなる。  
0.2km 近傍に着目すると，急性障害の発生確率は，TBU ケースと TW ケ

ースとではほぼ同じ計算結果となっているが，これは両ケースともに被ば

く線量がしきい値を超えたことによる。晩発性障害の発生確率では，TBU
ケースよりも TW ケースの方が被ばく線量が大きいため，両者に差が出て

いる。  
次に，プラント a 及びプラント b の放射性雲の重ね合わせを考慮した

TBU+TW ケースの急性障害並びに晩発性障害の発生確率（平均値）の計算

結果を図 5.12(b)に示す。同図には，TBU ケース及び TW ケースの結果を

単純和した SUM ケースの結果も併せて示す。  
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図 5.12(b) 急性障害及び晩発性障害の発生確率 (TBU+TW ケース ) 

 
TBU+TW ケースの急性障害の発生確率は，距離による放射性雲の拡散に

よって，遠方において減少する。一方，本計算モデルでは，晩発性障害は

急性障害に至らない場合を対象としているため，急性障害の発生確率が減

少すると晩発性障害の発生確率が増加する。  
TBU+TW ケースの急性障害の発生確率は，特に近距離において TBU ケ

ースと TW ケースを単純和した SUM ケースよりも小さくなる。これは，

SUM ケースでは，TBU-δ 及び TW-θ の放射性雲による急性障害の発生確率

を 2 重に加算するため，急性障害の発生確率が非物理的に大きくなること

による。一方，遠距離においては，SUM ケースよりも若干大きくなる。こ

れは，TBU-δ 及び TW-θ の放射性雲の重ね合わせによって，新たに急性障

害が発生することによる。  
なお，遠方において新たに急性障害が発生する例を付録 B に示す。  
これらの計算結果から明らかなとおり，TBU+TW ケースの結果は，TBU

ケース及び TW-ケースの結果の単純和にはならない。また，晩発性障害の

発生確率は，急性障害の発生確率に影響を受けることから，やはり，それ

ぞれのケースの単純和にはならない。さらに，TBU ケースと TW ケースの

単純和は TUB+TW ケースを包絡する関係にもない。このため，複数の放
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出源に伴う放射性雲の重なりを，プラントの配置及び気象条件を適切に考

慮して急性障害及び晩発障害の発生確率を解析する必要がある。  
 
 
5.3 まとめ  

本研究では，複数基立地における異なる放出源からの様々なソースター

ムの放出を重ね合わせてリスク評価を行う手法を構築するとともに，複数

基立地が放射性物質の濃度，被ばく線量及び健康影響の発生確率の計算結

果に及ぼす影響を検討した。  
複数の放出源がある場合，急性障害及び晩発性障害の発生確率は，複数

の放射性雲の寄与の単純な独立和にならず，かつ，独立和で包絡できると

は言えず非物理的な結果になる場合があることを明らかにした。  
これらの結果は，急性障害の発生にはしきい値があって，この非線形効

果のために，リスクが複数の放射性雲の寄与の単純な独立和（線形）にな

らないことによる。  
このため，複数の放出源がある場合，放射性物質の環境への放出開始時

期，放出割合等が異なる事故シーケンスの組合せ，風速，大気安定度など

の気象条件の相違，並びに，放出源の配置関係を適切に考慮した解析が必

要である。  
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6． 結論  
 
 本研究では，確率論的リスク評価を適用して原子炉施設周辺の公衆リス

クを評価するために，重大事故時に大気中に放出される放射性物質挙動，

環境影響を支配する事故シーケンスの特徴，原子炉施設の型式によるリス

クプロファイル及びその支配要因，さらに福島第一原子力発電所事故のよ

うな複数基立地における環境影響の評価手法を開発するとともに，環境影

響を支配する要因を明らかにした。  
 
(1) BWR-5 Mark-II 原子炉施設を対象にして，典型的な事故シーケンスで

ある大破断 LOCA について環境への影響を把握した。大破断 LOCA の

ソースタームについては，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用し，

日本の仮想事故を適用した場合と比較することによって，放射性物質挙

動の特徴を分析した。その結果，次のことが明らかになった。  
1) 希ガスの大気中への放出割合は，NUREG-1465 及び仮想事故のソー

スタームのいずれを適用しても，同程度である。  
2) 大気中へのよう素の放出割合は，NUREG-1465 及び仮想事故のソー

スタームのいずれの場合も，自然沈着及び格納容器スプレイで除去

しにくい有機よう素が支配的である。  
3) 大気中へのよう素の放出割合は，NUREG-1465 のソースタームを適

用した場合，BWR 原子炉施設では仮想事故のソースタームを適用し

た場合と比べて 1/120 程度である。これは，沈着・除去し難い有機

よう素の組成が支配することによる。  
4) NUREG-1465 のソースタームを適用する場合，希ガス類を除く放射

性物質は，格納容器スプレイによって雰囲気から除去され，冷却材

中に移行する。  
 

(2) 大気中への放射性物質放出に大きな影響を及ぼす格納容器スプレイに

よる放射性物質除去について，非スプレイ空間を含む格納容器スプレイ

によるエアロゾル除去を適切な近似で簡易に解析するモデルを開発し

た。簡易モデルは，格納容器の形状，非スプレイ領域の割合及び雰囲気

ガスの循環流量など，原子炉施設の設計値から容易に得られるパラメー

タのみを含むことから，原子炉施設の格納容器スプレイ除去の解析に汎

用的に適用できるという利点がある。  
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(3) BWR-5 Mark-II 原子炉施設を対象に，代表的な事故シーケンスとその

発生頻度を考慮した環境影響評価を行い，重大事故時の放射性物質の拡

散・被ばく評価の対象となる事故の種類は，事故シーケンス及び放射性

物質の性状によって，少数のグループに分類できることを明らかにした。 
1) 被ばく経路別，核種グループ別の線量リスクに着目して特徴を分析

すると，希ガス類（Xe）以外のエアロゾル状の核種グループは，

In-Vessel における水蒸気爆発（α）モード，格納容器雰囲気直接加

熱による過圧（σ）モード及びその他の格納容器破損モードの三つ

に事故シーケンスをパターン化できる。  
2) これらの三つのパターンは，降雨，風速，プルームの上昇といった

気象条件，放射性物質の大気中への放出割合の大小，減衰時間と放

射性物質の放出開始時刻との兼ね合いに依存するが，その中でも，

大気中を拡散するエアロゾルの沈着速度の相違に起因する。  
 

(4) 国内の４つの BWR 原子炉施設を対象に確率論的リスク評価（レベル

3PRA）を行い，原子炉の型式別に，リスクドミナントな事故シーケン

スを分析し，その特徴を明らかにした。  
1) リスクドミナントな事故シーケンスについては，避難を想定しない

場合，4 つの原子炉施設ともに，格納容器パイパス（V-ν），電源喪

失時及び LOCA 時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（TB-δ，TBU-
δ及び AE-δ）及び崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-
θ）がリスクへの寄与割合も大きい。これは，大気中への放出割合

が大きく，かつ，事故シーケンスの発生頻度が大きいことによる。  
また，避難を考慮する場合，いずれの原子炉施設においても，格

納容器バイパス（V-ν）がリスクドミナントな事故シーケンスとな

る。これは，放射性物質の大気中への放出開始時期が早いため，避

難による低減効果が見込めないことによる。  
2) また，AM 策による低減効果に着目すると，BWR-5 原子炉施設の場

合，原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）では，

スクラム失敗過渡事象（ATWS）発生後の高圧炉心スプレイ系の流量

調整により，AM 策を考慮しない場合に比べ，線量リスクは約 51%
低減する。最も AM 策による線量リスクの低減効果が大きいものは，

水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ）で，電源復旧，代替注水，

耐圧強化ベントにより，AM 策を考慮しない場合に比べ，線量リスク

が 90%近く低減する。  
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(5) 福島第一原子力発電所の事故のように，異なる型式の BWR 原子炉施設

で異なった事故シーケンスが発生した場合に，環境に及ぼす影響の要因

を明らかにした。  
1) 複数基立地における異なる放出源からの様々なソースタームの放出

を重ね合わせてリスク評価を行う手法を開発した。  
2) その手法を，複数の放出源がある場合に適用した結果，急性障害及

び晩発性障害の発生確率は，複数の放射性雲の寄与の単純な独立和

にならず，かつ，独立和で包絡できるとはいえないことを明らかに

した。放射性物質の環境への放出開始時期，放出割合等が異なる事

故シーケンスの組合せ，風速，大気安定度などの気象条件の相違，

並びに，放出源の配置関係を適切に考慮した解析が必要である。  
3) また，複数基立地における異なる事故シーケンスによるソースター

ムを適用して，年間の気象データを用いて環境影響評価を行い，し

きい値のある急性障害の非線形性効果が環境に及ぼす影響を支配す

ることを明らかにした。  
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付録 A 放射性雲の濃度計算  
 
原点 0 に対して，原子炉 P の座標が ),(LP 及び評価点 E の座標が ),(RE

の場合，原子炉 P から見た評価点 E までの距離 l及び方位角 は，余弦定

理から簡単に求めることができる。原子炉 P 及び評価点 E 並びに風向の関

係を図 .A1 に示す。ここで，原子炉 P での風向を とすると，評価点の濃

度は，次の (a-1)式で計算することができる。  

 
図 .A1 原子炉P及び評価点E並びに風向の関係  

 

)),sin(),cos((),,( zllzyx  -----------------------------------  (a-1) 

  ),,( zyx  ：放射性物質の濃度  (Bq/m3) 

  l   ：原子炉 P から評価点 E までの距離 (m) 
    ：原子炉 P から見た評価点 E の方位角 (rad) 
    ：原子炉 P での風向の方位角 (rad) 
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また，濃度計算の対象になる領域は，原子炉 P の風上には放射性雲が拡

散しないことから，次の (a-2)式の条件を満たす範囲になる。  

0)cos(lx  ---------------------------------------------------------  (a-2) 
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付録 B 放射性雲の重なりで急性障害の発生確率が増加する例  
 

環境への放出量が少ない場合について，急性障害及び晩発性障害の発生

確率に及ぼす影響を検討する。  
 

1. 計算条件  
仮想サイト内のプラント a 及びプラント b の配置，原子炉周辺の人口分

布並びに気象データは，本文の計算条件と同じである。  
この付録の計算例では，事故発生後，プラント a 及びプラント b のいず

れにおいても，小破断 LOCA 時の格納容器過温破損（以下「S2QUV-τ」と

いう。）に至る事故シーケンスが進展すると仮定した。S2QUV-τ の放射性

物質の大気中への放出割合を，TBU-δ 及び TW-θ の大気中への放出割合と

ともに，図 .B1 に示す。S2QUV-τ は，TBU-δ 及び TW-θ に比べて，格納容

器内での沈着及び除去が大きいことから，よう素及びセシウム類の環境へ

の放出割合が少ない (5.6)。また，環境への放出開始時期は，TBU-δ とほぼ

同じである。  

 
図 .B1 放射性物質の大気中への放出割合  

 
2. 計算結果  

二つの S2QUV-τの放射性雲の重ね合わせを考慮した S2QUV+S2QUV ケー

スの急性障害及び晩発性障害の発生確率（平均値）の計算結果を図 .B2 に

示す。同図には，プラント a 及びプラント b の放射性雲ごとにそれぞれ独

立に計算した結果を単純和した SUM ケースの結果も併せて示す。  
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図 .B2 急性障害及び晩発性障害の発生確率 (S2QUV+S2QUVケース ) 
 

S2QUV+S2QUV ケースの急性障害の発生確率は，近距離においてそれぞ

れのケースを単純和した SUM ケースよりも若干小さい。これは，SUM ケ

ースでは，本文で述べた TBU-δ 及び TW-θ の場合と同じく，近距離におい

て急性障害の発生確率を非物理的に 2 重に加算することによる。しかしな

がら，1km 以遠においては，本文で述べた TBU-δ 及び TW-θ の場合と相違

して，S2QUV+S2QUV ケースの急性障害の発生確率は，SUM ケースよりも

顕著に大きくなる。これは，S2QUV-τ の放出量が小さいことから，遠距離

において，プラント a 又はプラント b の単独の放射性雲では急性障害が発

生しないものの，二つの S2QUV-τ の放射性雲の重ね合わせによって，新た

に急性障害が発生することによる。  
また，本計算モデルでは，晩発性障害は急性障害に至らない場合を対象

とする。  
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【解説 A】プラント損傷状態（PDS）及び格納容器破損モード  
 
１．プラント損傷状態  

BWR 原子炉施設では，レベル 2PSA の結果 (4.1)(4.3)から，環境へ影響を及

ぼす可能性があるプラント損傷状態として，表 C.1 に示すように，高圧・

低圧注水失敗（TQUV），高圧注水・減圧失敗（TQUX），電源喪失（長期）

（TB），電源喪失（短期）（TBU），崩壊熱除去失敗（TW），原子炉未臨界

確保失敗（TC），LOCA 時注水失敗（AE）及びインターフェイスシステム

LOCA（V）が摘出されている。  
 なお，各プラント損傷状態における事故進展及びこれらのプラント損傷

状態で想定可能なアクシデントマネジメント（AM）策は，次のとおりで

ある。  
 
(1) 高圧・低圧注水失敗（TQUV）  

高圧・低圧注水失敗（TQUV）は，主蒸気隔離弁誤閉鎖を起因とする過

渡事象発生後，原子炉スクラムには成功するが，高圧の非常用炉心冷却

系の作動に失敗し，その後，運転員の手動により原子炉圧力容器の減圧

には成功するが，低圧の非常用炉心冷却系の作動にも失敗し，炉心損傷

及び格納容器破損に至る事故シーケンス（起因事象と安全系の作動・不

作動の組合せから決まる事故シナリオ）である。炉心損傷時期は事故開

始後 1 時間程度であり，格納容器の破損は炉心損傷後に生じる。  
 AM 策は，原子炉圧力容器破損以前での原子炉冷却系への代替注水及

び代替除熱，原子炉圧力容器破損後の原子炉冷却系への代替注水及び格

納容器への代替注水，非常用炉心冷却系及び崩壊熱除去系の復旧，耐圧

強化ベント等が挙げられる。  
 
(2) 高圧注水・減圧失敗（TQUX）  

 高圧注水・減圧失敗（TQUX）では，主蒸気隔離弁誤閉鎖を起因とす

る過渡事象発生後，原子炉スクラムには成功するが，高圧の非常用炉心

冷却系の作動に失敗し，さらに運転員による原子炉冷却系の減圧に失敗

する。原子炉冷却系の圧力が高いため，低圧の非常用炉心冷却系で炉心

に注水することができず，炉心損傷に至る。炉心損傷時期は事故開始後

1 時間程度であり，格納容器の破損は，炉心損傷後に生じる。  
 AM 策は，炉心水位低信号から約 10 分で自動減圧させる。また，非常

用炉心冷却系及び崩壊熱除去系の復旧，耐圧強化ベントによる除熱があ
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る。  
 
(3) 全交流電源喪失（TB）  

 全交流電源喪失（TB）では，外部電源喪失を起因とする過渡事象発生

後，原子炉スクラムに成功し，所内バッテリにより事故後 8 時間は直流

電源が確保されるため，この間は蒸気駆動の原子炉隔離時冷却系により

炉心へ注水ができ，炉心の冷却が維持される。原子炉隔離時冷却系の水

源は，圧力抑制プールの水位高で復水貯蔵タンクから圧力抑制プールに

切り替わる。所内バッテリ枯渇後は，電源確保に失敗するため，原子炉

隔離時冷却系は停止し，炉心への注水が困難になり炉心損傷に至る。格

納容器の破損は，炉心損傷後に生じる。  
 AM 策は，隣接した原子炉施設からの電源融通が想定されており，事

故進展緩和策としては電源復旧が想定されている。  
 
(4) 全交流・直流電源喪失（TBU）  

 全交流・直流電源喪失（TBU）は，外部電源喪失を起因とする全交流

電源喪失の過渡事象である。前述 (3)項の全交流電源喪失と異なり，直流

電源の確保にも失敗し，原子炉隔離時冷却系も利用できないため，炉心

への注水ができず，炉心損傷に至る。  
 AM 策は，隣接した原子炉施設からの電源融通が想定されており，事

故進展緩和策としては電源復旧が想定されている。  
 
(5) 崩壊熱除去失敗（TW）  

 崩壊熱除去失敗（TW）では，主蒸気隔離弁誤閉鎖を起因とする過渡事

象発生後，原子炉スクラム及び高圧炉心スプレイ系の作動には成功して

炉心の水位は維持されるが，崩壊熱除去系の作動に失敗する。高圧炉心

スプレイ系からの注水によって炉心の水位は維持されるが，崩壊熱除去

系の作動が失敗して格納容器からの除熱ができないため，水蒸気の蓄積

によって格納容器圧力は徐々に上昇し，ついには格納容器が過圧破損す

る。格納容器の破損により，高圧炉心スプレイ系は機能喪失する可能性

が高いため，その結果，炉心への注水が困難になり，格納容器破損後に

炉心損傷に至る。高圧炉心スプレイ系の水源は，圧力抑制プール水位高

で復水貯蔵タンクから圧力抑制プールに切り替わる。  
 AM 策は，炉心損傷防止策として耐圧強化ベントによる除熱がある。  
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(6) 原子炉未臨界確保失敗（TC）  
 原子炉未臨界確保失敗（TC）では，主蒸気隔離弁誤閉鎖を起因とする

過渡事象発生後，原子炉停止系（原子炉スクラム及びホウ酸水注水系）

の故障により原子炉未臨界確保に失敗する。高圧炉心スプレイ系の作動

には成功するが，崩壊熱除去系の作動には失敗する。原子炉冷却系から

放出される水蒸気の蓄積により格納容器圧力は上昇し，格納容器が破損

する。格納容器破損後は高圧炉心スプレイ系の利用が期待できないため，

炉心の冷却が困難になり，炉心損傷に至る。  
 AM 策は，代替反応度制御による事故防止策である。また，事故緩和

策として，高圧注水系の流量を調整することで炉心出力を低下させ，崩

壊熱除去系による熱除去を行うと格納容器の健全性が維持できる。  
 
(7) LOCA 時注水失敗（AE）  

 LOCA 時注水失敗（AE）では，再循環配管の大破断を起因とする冷却

材喪失事故（LOCA）発生後，原子炉スクラムには成功するが，高圧及

び低圧の非常用炉心冷却系の故障により炉心水位を確保できなくなり，

炉心損傷に至る。本解析では，崩壊熱除去系の作動失敗を仮定している

ため，格納容器内の圧力が上昇し，格納容器破損に至る。  
 AM 策は，原子炉圧力容器破損以前での原子炉冷却系への代替注水及

び代替除熱，原子炉圧力容器破損後の原子炉冷却系への代替注水及び格

納容器への代替注水，非常用炉心冷却系及び崩壊熱除去系の復旧，耐圧

強化ベント等が挙げられる。  
 
(8) インターフェイスシステム LOCA（V）  

 インターフェイスシステム LOCA（V）では，低圧炉心スプレイ系配

管の格納容器外側の隔離弁部における配管破断を起因とする冷却材喪失

事故（LOCA）発生後，原子炉スクラムには成功するが，健全配管の非

常用炉心冷却系は作動するが水源が枯渇するため，炉心損傷に至る。格

納容器は破損しないが，原子炉冷却系の冷却水は，低圧炉心スプレイ系

配管の破断口を通り，格納容器をバイパスして原子炉建屋へ流出する。  
 炉心損傷後の事故進展緩和策は無い。  

 
２．格納容器破損モード  

BWR 原子炉施設では，レベル 2PSA の結果 (4.1)(4.3)から，格納容器が破損

する時期及び破損形態を分類するために定める格納容器破損モードとし
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て，表 C.2 に示すように， In-Vessel での水蒸気爆発（α），原子炉圧力容器

破損時の高圧溶融物放出（μ），格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ），
水蒸気・非凝縮性ガスによる過圧（δ），崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器

先行破損（ θ-TW），原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損

（θ-TC），格納容器バイパス（ν），早期格納容器ベント（υ-e）及び後期格

納容器ベント（υ-l）が挙げられる。この他に，BWR-3 Mark-Ⅰ原子炉施設

及び BWR-4 Mark-Ⅰ原子炉施設には，ドライウェルシェルメルトスルー（φ）
が追加される。  
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表 C.1 プラント損傷状態（PDS）（BWR）  
PDS 概要  

TQUV 過渡事象発生後，原子炉未臨界確保には成功するが，高圧注水に

失敗する。その後，運転員の手動操作により原子炉減圧には成功

するが，低圧注水に失敗する。このため，炉心冷却手段が確保で

きず炉心損傷，格納容器破損に至る。  
TQUX 過渡事象発生後，原子炉未臨界確保には成功するが，高圧注水に

失敗する。その後，原子炉減圧に失敗し，原子炉冷却系の圧力が

高く，低圧系からの注水が出来ないため，炉心冷却手段が確保で

きず炉心損傷，格納容器破損に至る。  
TB 全交流電源喪失後，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水に成功

するが，8 時間後には直流電源バッテリが枯渇するため，原子炉隔

離時冷却系は停止する。そのため，炉心冷却手段が確保できず炉

心損傷，格納容器破損に至る。  
TBU 全交流電源喪失後，原子炉隔離時冷却系の作動に失敗する。その

ため，炉心冷却手段が確保できず炉心損傷，格納容器破損に至る。 
TW 過渡事象発生後，原子炉未臨界確保及び高圧注水に成功するもの

の，格納容器からの崩壊熱の除去に失敗するため，格納容器圧力

は徐々に上昇し，数十時間後に格納容器が先行破損する。その結

果，高圧注水が停止するため，炉心冷却手段が確保できず炉心損

傷に至る。  
TC 過渡事象発生後，原子炉未臨界確保に失敗する。その後，高圧注

水に成功して，炉心水位は維持される。しかしながら，原子炉冷

却系から放出される水蒸気の蓄積により格納容器圧力は上昇し，

格納容器が先行破損する。その結果，高圧注水が停止するため，

炉心冷却手段が確保できず炉心損傷に至る。  
AE 原子炉冷却材喪失（LOCA）発生後，原子炉未臨界確保には成功す

るが，高圧・低圧系による注水に失敗する。そのため，炉心冷却

手段が確保できず炉心損傷，格納容器破損に至る。  
V LOCA 発生後，原子炉未臨界確保には成功するが，健全配管の非常

用炉心冷却系は作動するが水源が枯渇するため，炉心損傷に至る。

格納容器は破損しないが，原子炉冷却系の冷却水は，配管の破断

口を通り，格納容器をバイパスして原子炉建屋へ流出する。  
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表 C.2  格納容器破損モード（BWR）  
格納容器破損モード  概要  

In-vessel での水蒸気爆

発（α）  
原子炉圧力容器内の水蒸気爆発により，原子炉圧力

容器の頂部がミサイルとなり，格納容器が破損す

る。  
原子炉圧力容器破損時

の高圧溶融物放出（μ） 
原子炉圧力容器破損時の高圧溶融物放出に伴う格

納容器の過圧により破損する。  
格納容器雰囲気直接加

熱による過圧（σ）  
格納容器雰囲気直接加熱（DCH）現象により，格納

容器雰囲気の温度が上昇し，それに伴って格納容器

の雰囲気が急速に上昇して破損する。  
ドライウェルシェルメ

ルトスルー（φ）  
原子炉圧力容器破損時に，炉心デブリがドライウェ

ル床に広がり，ドライウェルシェルに直接接触し，

格納容器破損に至る。  
水蒸気・非凝縮性ガス

による過圧（δ）  
原子炉圧力容器破損後に，水蒸気及び炉心デブリ／

コンクリート反応に伴う非凝縮性ガスの蓄積によ

り格納容器が過圧破損する。  
晩期格納容器先行破損  
（θ-TW）  

崩壊熱除去失敗に伴う，晩期格納容器先行破損。  
（炉心損傷以前に格納容器が破損）  

早期格納容器先行破損  
（θ-TC）  

原子炉未臨界確保失敗に伴う，早期格納容器先行破

損。（炉心損傷以前に格納容器が破損）  
格納容器バイパス  
（ν）  

低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系配管の逆止弁

破損に伴うインターフェイスシステム LOCA 時に，

格納容器をバイパスして原子炉建屋に放射性物質

が放出される。  
早期格納容器ベント  
（υ-e）  

原子炉圧力容器破損前の早期格納容器ベント  
（アクシデントマネジメント策整備後の管理放出） 

後期格納容器ベント  
（υ-ｌ）  

原子炉圧力容器破損後の後期格納容器ベント  
（アクシデントマネジメント策整備後の管理放出） 

原子炉冷却系内で事故

終息（ψ-e）  
原子炉圧力容器内での事故終息  
（格納容器健全。設計漏洩率で漏洩）  

格納容器系内で事故終

息（ψ-l）  
格納容器内での事故終息  
（格納容器健全。設計漏洩率で漏洩）  
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